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総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会 

資源開発・燃料供給小委員会（第21回） 

 

日時 令和６年６月27日（木）13：30～16：20 

場所 経済産業省 本館12階 西１省議室（オンライン併用） 

 

○平野委員長 

 それでは、定刻になりましたので、「第21回総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科

会 資源開発・燃料供給小委員会」を開催したいと思います。 

 各委員、オブザーバーの方々におかれましては、ご多忙のところ、ご出席いただきまして

ありがとうございます。 

 また、本日は、合同会社エネルギー経済社会研究所、代表取締役の松尾様、それから、シ

ティグループ証券株式会社、投資銀行・法人金融部門、ディレクターの三重野様にもご参加

いただいております。 

 なお、松尾様、それから、オンラインでご出席の島委員、竹内委員におかれましては、途

中退席のご予定と伺っています。また、吉高委員におかれましては、オンラインで途中から

のご参加と伺っております。 

 さて、前回、2024年１月に、この本委員会を開催いたしました。そこでは、石油・天然ガ

スの資源開発などについて、2023年に講じた施策をご報告させていただくとともに、今後、

本委員会で議論いただきたい項目、特にＬＮＧのトレーディングの重要性や、それから、座

礁資産化リスクの低減策、また、新しいリザーブの概念、さらにはＬＮＧを念頭に、複数の

エネルギー需要シナリオ、これをどう置くべきか等についてご議論いただきました。 

 また、「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」における国内の石油ガスの探査・試錐とメ

タンハイドレードの研究開発についてもご議論いただいたところでございます。 

 今回からは、「エネルギー基本計画」の改定に向けた議論ができればと考えております。 

 前回の小委員会でのご議論を踏まえ、本日は、ＬＮＧ調達と電力・ガスシステムとの関係

性、また、ファイナンスに関する論点について、有識者の方々からもお話を伺い、その後、

事務局のほうから、次期エネルギー基本計画策定に向けて、認識すべき論点というものを提

示させていただく予定でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は少し長い時間になりますが、よろしくお願いいたします。 

 この議事に移る前に、24日に着任した和久田新資源・燃料部長より、一言をお願いする予

定でしたけれども、今、他の案件で少し遅れて参られるということですので、タイミングが

合えば、後ほどご挨拶をいただこうと思います。 

 それでは、早速議事に移りたいと思います。 

 まず、前半に今後の政策の期待やＬＮＧを中心に、資源エネルギー開発に巡る論点等につ

いて、今日お迎えしている有識者の方々からご説明、プレゼンテーションをお願いしたいと
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思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、最初に、みずほ銀行産業調査部次長の田村様、資料４についてご説明をお願い

できますでしょうか。 

 

○田村委員 

 はい。かしこまりました。私、みずほ銀行産業調査部、田村と申します。よろしくお願い

いたします。 

 本日は、金融機関の目から見ても、ＬＮＧというものの重要性というのはこう認識してい

ますよという話と、それから、やはりこれからの金融を考える上で、必要となってくる要素

のところも少しお話しできればと思っております。 

 では、資料をおめくりいただけますでしょうか。目次に進んでいただいてもいいですか。

１ページ目までお願いします。ありがとうございます。 

 エネルギーについて、皆様のご案内の内容も多く入っているかと思いますけれども、しば

しご容赦いただければと思います。 

 まず、３ページ目でございますが、ご案内のとおり、2024年、今年はＬＮＧ輸入開始から

55年を迎える年というところでございます。ご覧いただきますと分かるとおり、ＬＮＧの輸

入量を拡大させてきていたわけですけれども、2010年代後半からは輸入量は伸びていない

という状況でございまして、減少に転じているのが足元ということでございます。 

 この中で、中国が非常に経済成長とともにやってきているというところもありまして、今

この瞬間は、世界最大のＬＮＧ輸入国である日本ということになりますけれども、この後、

中国がどれだけ伸びてくるかというところ次第で、日本の存在というものも変わってきて

しまうということかと思っております。 

 次のページをお願いいたします。ご案内のとおりですけれども、ＬＮＧというところに関

しては、低炭素のＬＮＧをたくさん使っていくという中で、日本全国にＬＮＧの輸入基地が

造られ、火力発電所が造られ、パイプラインでガスをつないでいくという形になっておりま

して、国内に数多くのインフラが既にあるというのがＬＮＧの特徴かと思っております。 

 ５ページ目にお進みください。本当にご案内の内容だと思いますけれども、ＬＮＧという

のは多くのステークホルダーの方々が関与しているものでございます。そして、電気として、

またはガスとして、国民生活、または産業界において、多く、幅広く使われているエネルギ

ーであるということでございますし、また、それ以外にもガスの火力、またはプラントエン

ジニアリングといったような場におきましては、このＬＮＧで培った技術を海外にも展開

してきたという歴史もございます。 

 先ほど電力と少し申し上げましたけれども、電気の世界でガス火力というのは今後どう

なっていくんだろうということを我々なりに理解しましたのが６ページ目でございます。 

 やはり再エネが増えてくるという中でございますが、左側にございますのは、あるエリア

の地域の話になっていますけれども、太陽光、風力、ここでお見せしたいことは、非常に変
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動幅があるということでございます。これほど出力の変動幅があるような電源、場合によっ

ては、気象の変化に伴いまして、少し予定よりも変わった出力になってしまうということも

あるという中で、気象条件に左右されずに、負荷追従ができる電気という意味で、ガス火力

というのは非常に今後も有用であろうというふうに思っておりますし、また、このガス火力

において使っているガスタービンを水素Ｒｅａｄｙの機器にしておけば、水素を持ってさ

えくれば、水素を混ぜることができると、そういったこともできるであろうと思っておりま

す。 

 そして、右側の一番下に書いてございますけれども、ガスタービン、ガス火力用の機器で

ございますけれども、こちらは世界シェア１位の日本メーカーがいるということでござい

まして、まさに国産技術を使った電力ということにもなりますので、非常に重要なエネルギ

ーであると我々としては思っております。 

 今回、このＬＮＧというものが先々どうなるかということで需要見通しを出しておりま

すのが７ページ目でございます。 

 この10月からが非常に難しいということでございますけれども、まずは、一番下にあるの

が電力ということでございます。この一番下の濃いところになりますけれども、2035年の電

力、この需要において、どういうふうに考えているかと申し上げますと、2019年対比、ＧＨ

Ｇの排出量－65％だった場合の電源構成を想定し、そのときのＬＮＧということでの電力

用のＬＮＧを試算しております。 

 その後、2040年に関しましても、ある程度進んでいくＧＨＧ排出量を下げていくというこ

とを想定した世界観の中での、使われるであろうＬＮＧ量ということでございまして、ある

意味一定の制約の中にはなりますけれども、これぐらいは使うんじゃないかなというもの

を入れております。 

 その上が都市ガス用ということでございまして、都市ガスというのは今後どうなるかと

いうことで考えますと、まずは、家庭や業務というところに関しては、省エネや電化、人口

減少ということを考えていきますと、全体としては減っていく部分が家庭や業務にはある

かなと思っております。 

 今後ポイントになるのは工業用だと思っておりまして、一旦お示ししていますのは、工業

用で省エネと燃料転換の需要の増減、両方の影響を見た結果、ある程度底堅いんだけれども

というのが下から２番目に置いている部分ということでございます。 

 では、一番上の薄いブルーのところですね。変動可能性としているところ、これは何なの

かと申し上げますと、都市ガスのところで申し上げれば、工業用において、石炭、重油から

都市ガスへの燃料転換がさらに加速していくということを想定した場合に、ある程度都市

ガスの需要は増えるだろうと思っておりますし、これはあえて都市ガス、電力の変動可能性

部分を分けていないんですけれども、電力のところに関して申し上げますと、電化という方

向により進んでいき、電力需要がさらに増える。データセンター、半導体工場等によって、

さらなる電力需要増加に対して、原子力や再エネでどこまでできるかというと、なかなか難
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しい部分が出てきたときに、より必要となってくる電力、ＬＮＧ火力の部分というところで

ございます。 

 これにあわせていただきますと、変動可能性を含めて考えると、ＬＮＧの需要の見通しは

2023年に比べますと、2035年、2040年と、より高い数字になっているということがご確認い

ただけるかと思います。つまりＬＮＧの需要というのは、現実的な脱炭素化、低炭素化を考

えた場合ですけれども、需要が伸びていく可能性というのは十分あるんだろうと思ってお

ります。 

 一方で、そこまで需要が伸びないというシナリオももちろんあるわけで、やはりそのシナ

リオというものが幾つにも分岐点があり得ますので、可能性があるのだろうというふうに

思っております。この辺りは非常に見通しが難しいというのが多くの事業者の方々にとっ

ても、様々な意思決定において難しい点だろうと思っております。 

 ８ページ目でございますけれども、こちらはＬＮＧ長期契約が非常に重要であろうとい

う話に関しては、この後で、松尾様がお話されるかと思いますけれども、ここでは簡単に触

れますが、左側にございますとおり、価格の推移を見ても、やはり日本における平均ＬＮＧ

価格は長期契約が多いということもあって、ある程度非常に急騰したときにも、そこまで高

くならなかった。かといって、世界的に安いときには、そこまで安くならないということで

ございます。一定程度の範囲の価格の変動に収まるのが長期契約のよさということではあ

ろうかと思っておりますし、しっかりと引き取れるという意味でもいい面はあろうかと思

っております。 

 ただ、ここから先の長期契約というのが、右側をご覧いただければと思いますけれども、

徐々に徐々に当然ですけれども、折り返しをしなければ、減っていくということになります。

事業者の方々からしてみれば、先ほどお示ししたとおり、ＬＮＧの需要見通しというのは非

常に変動性があるということでございますので、長期契約の締結には躊躇せざるを得ない

状況であろうと思っております。 

 次のページをお願いいたします。そのような中で、どういう調達体制があるのかというこ

とですけれども、左側に入れていますのがイメージですけれども、ＬＮＧの需要、ある意味

で底堅い部分というのは競争領域ということかなと思いますし、底堅い部分の次のゾーン

というところと、ある一定程度の条件下で発生し得るＬＮＧの需要、そのように大きく三つ

に区分けしております。 

 一番上のゾーン、ある一定の条件下で発生するような需要、ここに関しては、発生確率

等々を考えると、ある程度国の支援、かなり国の影響が強い部分かなと思っておりますし、

一方で、必ずある程度底堅いであろう需要と、底堅くない需要との間にある、協調領域とし

ていますけれども、このブルーの部分というのが非常に悩ましいということかと思ってお

ります。 

 このブルーの部分に関しましては、右側にお示ししているとおり、ある程度中核的なこと

を担えるような方々で、リスク支援をしながらやっていく世界というのが必要かなと思っ
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ております。 

 ただ、そのためには民間の事業者の方々、あくまでも民間事業としてされていますので、

インセンティブがなければ、幾らエネルギーの安全保障だと言われても、できないのかなと

は思っております。 

 また、競争領域のところに関して、つまり緑のところですけれども、こちらに関しても、

陣営化が必要であろうというふうに思っております。小規模な方々が小規模に調達をする

というよりは、世界を見越して戦っていけるような、競争力のあるような陣営化というとこ

ろが必要かなというふうに思っております。 

 とはいいましても、やはり日本においてＬＮＧというのは、先々がやや下がるというとこ

ろがメインシナリオかなと思っておりますので、次のページの11ページ目にお進みいただ

ければと思います。 

 そのような中で、日本だけを見ていていいのかというと、そうではないだろうと思ってお

りまして、近くに非常にこれから需要が伸びるであろうエリアがあるではないかと思うわ

けです。それがアジアでございまして、やはり日本とアジア、この連携というのは非常に重

要であろうと思っております。日本において少しＬＮＧが足りないときに、アジアとの間で

需給調整がうまくできれば、アジア大のエネルギーセキュリティー向上にも資するのでは

ないかと思っております。 

 では、本当にアジアの需要というのは伸びるのかということかと思いますので、12ページ

目のほうにお進みください。 

 世界とＡＳＥＡＮのＬＮＧの需要ですね。我々として複数のシナリオを受けながら試算

をしております。この場合のシナリオを三つほど置いておりまして、ものすごく脱炭素が進

んでいくシナリオと、言われているぐらいに進むかなというシナリオと、そんなに進まない

ですねというシナリオの三つに大きく分けておるんですけれども、世界全体で見ると、ＬＮ

Ｇの需要はかなり幅がございますが、それに比べると、下のほうに入れていますＡＳＥＡＮ

ですけれども、ＡＳＥＡＮの需要というのは、やはり経済発展と、それから、低炭素化の社

会を目指す上では増えていくというふうに見ております。 

 ですので、こうやって伸びていくＡＳＥＡＮの需要をしっかり一緒に取り込んでいくこ

とは必要かなと思っておりまして、その意味で、13ページ目にお進みいただければと思いま

す。 

 この後お話しするところにも少し関与するんですけれども、ＬＮＧというのは、もちろん

相対的に低炭素ということではありますけれども、さらなる低炭素化ということをやはり

意識をしていく必要があるんだろうと思っております。 

 日本として、アジアでの需要喚起をしていく中で、メタン排出の削減についても一緒に取

り組んでいきながら、アジアの法整備であったり、インフラ整備であったり、またはガス火

力の新設であったり、そういったことをサポートしたり、支援したりしながら、日本とアジ

ア、ＡＳＥＡＮにおいて、しっかりＬＮＧの需要を拡大していくということもあるのではな
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いかなと思っております。 

 続きまして、金融機関ということでございまして、15ページ目にお進みいただければと思

います。 

 先ほどＬＮＧ、低炭素化が必要だと申し上げた理由というのは、この15ページ目にも関与

しているところでございますが、ここでお示ししているのはＮＺＢＡという金融機関が加

盟をしております団体でございます。これは、あくまでも2050年にカーボンニュートラルだ

ということを示しているのかというと、それだけではないんですね。2030年の排出削減目標

をつくっております。 

 この排出削減目標というものをそれぞれセクター別につくっておるんですけれども、下

の箱の真ん中のほうに入れていますが、その対象セクターには、石油ガス、発電が入ってお

ります。 

 この石油ガス、発電に対して、ファイナンスド・エミッションと呼んでいますが、我々が

投融資を行っている方々が出しているＣＯ２、ＧＨＧの排出量、これがどれぐらいまで下げ

ていくのかということの目標を立てているんですね。 

 このファイナンスド・エミッションと呼ばれるものに関しては、実は我々みずほでいきま

すと、41％が電力でございまして、最大のセクターとなっております。そうしますと、この

電力をこの先下げていくのかという非常に大きな課題というふうに、金融機関としてはな

ってまいります。 

 みずほフィナンシャルグループとしましては、16ページ目をご覧いただければと思いま

す。 

 もちろん気候変動というのが大きな社会問題であるということはよく分かった上ででご

ざいますけれども、脱炭素、並びにエネルギーの安定供給、これは重要であろうというふう

に思っております。 

 その中でですけれども、ただ、将来的にはやはり2050年ネットゼロに向けて、お客様の低

炭素化、脱炭素化への移行を支援していきたいというふうに考えておりますし、これは我々

みずほだけではなくて、各金融機関の皆さんは同じような考えではなかろうかなと思って

おりますけれども、移行の支援というのをしっかりやっていきたいというふうに思ってお

ります。 

 その支援をしていくためにもでございますが、政府への期待という最後のところに行き

たいので、18ページ目をお願いいたします。 

 先ほど平野委員長からありましたとおり、今回、エネ基に向けての議論ということもござ

いますので、政府への期待ということで、あえて一番上に書かせていただいていますのは、

ＬＮＧの重要性の再定義及び強力な発信でございます。 

 ここにいらっしゃる方々は、既に十二分にご案内ということだと思いますけれども、やは

り我々金融機関にとっては、エネルギー基本計画にどのようにＬＮＧが書かれるのか。そし

て、これがどう低炭素、脱炭素社会において必要なのか。ここはしっかり見ているところが
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ございますので、ＬＮＧの重要性に関して、ぜひともはっきりと発信いただきたいと思って

おります。 

 それから、二つ目ですけれども、ＡＳＥＡＮとともにやはり発展していくということで、

ＬＮＧの需要をＡＳＥＡＮでも喚起していく、また、日本企業がそこでビジネス機会を取っ

ていく。日本とＡＳＥＡＮの、共に発展ということで、やっていく上での支援というのもお

願いしたいと思っております。 

 それから、三つ目ですけれども、トランジションを進めるために必要なエネルギーセキュ

リティーへ貢献する企業、組織への動機づけと書いております。これはあえて分かりにくく

書いておりますけれども、もちろんこれを進めるのは電力の方であり、ガスであり、上流の

方々というところはあります。ただ、それだけではないと思っているんですね。エネルギー

セキュリティーへ貢献したいと思っているのは、我々、金融セクターも、また、保険の方々

も、これはやはり思ってはいるわけなんですけれども、ぜひそれができるような形としての

動機づけをお願いしたいなと思っているところでございます。 

 私からの発表は以上で終わります。 

 

○平野委員長 

 田村様、ありがとうございました。 

 質疑は後ほどまとめてお願いしたいと思います。 

 では、続きまして、本日ゲストでお越しいただいている、エネルギー経済社会研究所の松

尾様、お願いできますでしょうか。 

 

○松尾オブザーバー 

 松尾でございます。本日はよろしくお願いいたします。 

 本日、私からは、ＬＮＧ長期契約の重要性と電力市場の関係についてご説明をさせていた

だきます。 

 また、提言としまして、ＬＮＧの安定調達に当たって重要な、ＬＮＧの焚き代拡大に向け

た対応と、提言をしておきながら何なんですが、課題についてもお話をさせていただければ

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 本資料は３章構成になっております。 

 まず、１章目、日本のＬＮＧ調達を巡る現状認識と課題についてでございます。 

 ２ページ目をご覧いただけますでしょうか。日本のＬＮＧ長期契約を含むターム契約は

減少傾向でございまして、背景には、2050年カーボンニュートラルに向けて、国内のＬＮＧ

需要の見通しが不透明という点、あとは、これは電力自由化の進展に伴って、小売電気事業

者のヘッジニーズが低下している点、この２点が非常に大きくあるのではないかというふ

うに考えております。 

 左側の図でございますが、これは日本のＬＮＧターム契約の確保量を示したものでござ
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います。2020年代に電力会社のターム契約は減少が始まっていますけれども、2030年代には、

都市ガス会社のターム契約も減少していくというところでございます。 

 右側のターム契約減少の要因、今ご説明しました２点でございますけれども、やはりこう

いうものを背景に、電気事業者による需要家の電気料金安定化機能が失われてきているの

ではないかと、このように考えておりまして、今後、国際的なエネルギー価格が上昇したと

きに、需要家の電気料金が急騰するのではないかと、このような懸念を抱いているところで

ございます。 

 ３ページ目をご覧いただけますでしょうか。これは、日本、中国、欧州のプレーヤーが確

保しているＬＮＧ長期契約の容量の推移を示したものでございます。 

 日本は、東日本大震災後に、長期契約の確保量が増加しましたけれども、その後は、締結

量が低迷しているというような状況でございます。 

 一方で、中国、欧州は昨今、この締結に意欲的でございまして、今後、スポット市場は中

国、欧州のプレーヤーが転売した玉が主導していく可能性が高いと、このように認識をして

いるところでございます。 

 一方で、日本は長期契約の確保量がどんどん落ちていくというような状況の中、エネルギ

ー調達の自主性が失われるおそれがあるのではないかと、このように懸念しております。 

 ４ページ目をご覧いただけますでしょうか。これは、各国のＬＮＧの短期契約・スポット

調達比率を比較したものでございます。 

 日本は最も比率が低いものの、今次エネルギー危機で、エネルギー料金が急騰したヨーロ

ッパでも、ロシアによるウクライナ侵攻や、天然ガス供給量が減少した2022年など、これま

では比較的短期スポット調達の比率というのは低水準で推移しております。 

 欧州のエネルギー価格の高騰の要因というのは、ＬＮＧ調達によるスポット依存、こうい

うような声は多いものの、これとは限らないのではないかというところをお話しさせてい

ただければと思っております。 

 では、背景に何があるのかというのが次のページでございます。欧州では、ＥＵによる

2009年の第三次電力自由化指令を経まして、ＬＮＧ市場の流動化も相まって、原油価格リン

クの天然ガス、ＬＮＧ長期契約が市場価格リンクの天然ガスＬＮＧ長期契約、いわゆるＴＴ

Ｆリンクの長期契約に切り替わっていったと、このように理解をしております。これは、

2021年12月に開かれました、ロシア大統領府の年次会見において、プーチン大統領も言及し

ている事象でございます。 

 ＴＴＦリンクの長期契約は、量は確保できるものの、これ単体では価格のヘッジができな

い。また、デリバティブ市場も市場の厚みが薄い。 

 ページが少し前後してしまって恐縮なんですが、７ページ目をご覧いただけますでしょ

うか。 

 これは、ヨーロッパの主要国、あとは、日本の一般家庭における電気料金の平均単価の推

移をお示ししたものでございますが、日本は比較的抑えられている。日本は長期契約という
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のは、ほとんどＪＣＣリンクの長期契約と理解しておりまして、ヨーロッパとの違いは、や

はり市場価格リンクか、油価リンクか、ここは非常に大きなポイントだと思っております。 

 ページが前後しまして恐縮ですが、６ページ目をご覧いただけますでしょうか。 

 これは、今次エネルギー危機における各種燃料の価格安定性の評価でございます。やや乱

暴なところはございますが、ＪＣＣリンクのＬＮＧ長期契約、これが最も価格安定性に寄与

したと、このように考えられるところでございます。今後のエネルギー調達においては、石

炭、ＬＮＧスポット、ＬＮＧ長期契約、このバランスが極めて肝要だと、このように考えら

れるところでございます。 

 ８ページ目をご覧いただけますでしょうか。それでは、日本に振り返って考えてみますと、

今後、日本でも、ＬＮＧ長期契約というのはやはり一定量重要だと思っているんですが、冒

頭申し上げましたとおり、2050年カーボンニュートラルという目標を背景にした需要の先

行き不透明、あと、小売電気事業者のヘッジニーズの低下といった事情によって、大手事業

者のＬＮＧ調達において、ＬＮＧスポット依存度の上昇であったり、場合によっては、この

長期契約も締結はするものの、ＪＫＭリンクであれば結ぶよというような事象が増加する

のではないかと、このように懸念をしているところでございます。 

 ９ページ目、これはあくまで弊社の認識ではございますが、過去を振り返ってみますと、

皆様には釈迦に説法のところは非常に多いと思うんですが、資源価格は何度となく高騰、低

迷を繰り返していたと。将来のエネルギー価格の安定化に向けては、やはり一定程度のＬＮ

Ｇの長期契約の確保、しかも、これは価格安定性のあるインデックス、もしくはヘッジのし

やすいインデックスを採用したＬＮＧ長期契約の確保、これが重要だと感じているところ

でございます。 

 続きまして、ＬＮＧの安定調達に向けて考えられる対応策についてお話をさせていただ

きます。振り返ってみますと、これは11ページ目でございますが、日本のＬＮＧ輸入量でご

ざいますけれども、これは一般炭の輸入量と比較しますと、ＬＮＧの輸入量のほうが急激に

減少しているというような状況でございます。これはメリットオーダーの電力市場の仕組

みを背景に、ＬＮＧ火力よりも石炭火力のほうが優先的に発電している。これは、低廉な電

気料金を実現するためには当然だとは思うんですが、一方で、ＬＮＧのほうが減少幅が大き

いと、こういうような状況でございます。 

 Ｇ７各国を比較しますと、ドイツでは、このエネルギー危機を背景に、褐炭を中心とした

石炭火力が焚かれているというような状況はありますが、それ以外の各国は石炭火力の比

率を下げてきているというような状況でございます。 

 12ページ目をご覧いただけますでしょうか。これは私の認識でございますけれども、今後、

火力にどういう役割が求められるか。これをちょっと考えてみますと、再エネ導入拡大に伴

って、長期間の再エネの出力不調が課題になると、このように考えているところでございま

す。 

 下に二つ図を書かせていただいております。左側は2021年のイギリスの風力の低迷と、そ
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の後の市場価格の高騰をお示ししたものでございます。2021年の４月から８月にかけて、断

続的に風力の出力が出ないと、こういうような状況が続きました。これによって、ＵＧＳへ

のガスの注入があまり進まずに、秋口のスポット商戦において価格が高騰したと、このよう

に理解をしております。 

 右側です。これは2021年12月のイギリスの電源構成でございますが、１週間風力の出力不

調が続いたというような状況でして、この間、火力電源の出力増で対応していたというよう

な状況でございます。英国では、スナク首相がガス火力発電所を新設するという方針を表明

しておりますけれども、やはり再エネの調整力としての火力の役割、これが非常に重要にな

ってくるというふうに考えております。 

 13ページ目をご覧いただきますと、一般的にＬＮＧ火力は出力調整に優れると、再エネの

調整力としては非常に有用だというふうに言われておりますけれども、一方で、燃料を上流、

中流まで俯瞰をして見ますと、石炭火力の柔軟性もポテンシャルがあるのではないか。むし

ろ石炭の柔軟性のポテンシャルをしっかり評価していく必要があるのではないかと、この

ように感じているところでございます。 

 下の図は、青信号、赤信号のイメージでちょっと書いたんですが、柔軟性運用に資する条

件を青で書かせていただいておりまして、不利な条件を赤で書かせていただいております。

青が多いのは、少し乱暴でありますけれども、比較的石炭のほうが多いということもござい

まして、当然留意事項はあるものの、石炭の柔軟性、これは非常に重要なのではないかとい

うふうに感じているところでございます。 

 14ページ目をご覧いただきますと、これはＬＮＧの需要についてでございますが、2011年

の東日本大震災以降、これはＬＮＧ火力の比率が非常に高まったわけですが、それ以降、Ｌ

ＮＧの季節間の需要差が拡大しておりまして、長期契約確保の課題になっているというふ

うに理解をしております。 

 今後は、端境期においてＬＮＧの需要をいかに拡大していくか、こういうことが考えてい

く必要があるのではないかというふうに考えております。 

 ＬＮＧ長期契約は、釈迦に説法なところだと思うんですが、まさに液化施設は非常に巨額

な投資がかかる設備でございまして、基本的に生産パターンというのは、ベースロードに近

いような一定の出荷量であり、柔軟性は極めて限定的だと理解しておりまして、出荷側の事

情にもある程度配慮する必要があるのではないかと、このように承知をしております。 

 15ページ目でございます。今度はタンクのお話でございます。基地のタンクの容量、これ

は限定的でございます。 

 日本は世界で最もＬＮＧの基地タンク容量を有しておりますけれども、やはりヨーロッ

パは気体状にしてＵＧＳに貯めるなど、非常に巨大な貯蔵装置を持っていると。 

 一方で日本は、ＬＮＧのまま、液体のまま貯める必要がある。その観点では、非常にタン

ク容量の制限という問題を抱えているわけですが、ＬＮＧを極力計画的に消費していく必

要があるものの、再エネ導入拡大に伴って、ＬＮＧ火力発電所の出力は、現状、大きく変動
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しているというような状況と理解しております。 

 16ページ目です。大変恐縮ながら、これは私からの提言でございますけれども、2030年に

は非効率石炭火力発電所のフェードアウト、これに直面するというような状況でございま

して、非効率石炭火力、これをいかにフェードアウトしていくか。こういうことを考えてみ

ますと、現状は、石炭が優先的に焚かれている状況ですが、ここの焚き減らしをして、ある

程度この再エネの予測誤差に対応していく。こういうようなことも必要なのではないかと

いうふうに考えているところでございます。 

 やはりＬＮＧの計画消費に向けた対応や、季節間の需要差を埋める、こういう観点で非効

率石炭は控えに回るというような考え方も必要になってくるのではないかと思っておりま

す。 

 最後に、私は、申し上げた内容について、ただ、課題があるというようなお話をさせてい

ただきます。 

 18ページ目をご覧いただけますでしょうか。ＬＮＧ船は、冬季に荒天に伴う入港制約が発

生いたします。これは石炭のバルクキャリアでも、やはり同じような事象は発生いたします

けれども、今申し上げましたように、ＬＮＧ火力はタンク容量が限定的ということもござい

まして、比較的早い段階で燃料制約が発生すると、こういうような事象が、過去、電力シス

テム側では発生しているというふうに承知をしているところでございます。 

 ＬＮＧ船の入港制約が発生し、燃料制約の懸念が生じた時点で、石炭火力が優先焚きにな

るような電力市場の運用が重要なのではないかと、このように感じているところでござい

ます。 

 19ページ目でございます。ここから石炭の話で恐縮なんですけれども、石炭火力は、運転

維持費が高いと、こういうような特性がございます。ＬＮＧ火力に比べて運転維持費が高い。

ｋＷｈで稼いでいる側面が大きいという特徴がございますので、ＬＮＧ火力を優先的に焚

くべきだというふうに今申し上げましたけれども、石炭火力の除却が加速しないように配

慮が必要なのではないかと、このように感じているところでございます。 

 最後、20ページ目でございます。石炭の銘柄によっては、長期間の貯蔵、これは課題がご

ざいます。例えば発火、発熱という問題がございますし、サイロによっては詰まるというよ

うな事象、あとは、貯炭場がそこまで広くなくて、非常に炭の山を高く積んでいるけれども、

ちょっともうこれ以上は貯められませんと、こういうようなケースも恐らくあると思いま

す。 

 これに対して考えられる対策は、コールセンターの整備だったり、リクレーマ・スタッカ

を活用した熱放散、転圧というようなことが考えられますけれども、こういうような運用費

用であったり、整備費用は事業者にとっては多大な負担でございまして、事業者の自主的努

力では困難と、こういうような課題を抱えているというふうに理解をしております。 

 私からは、ＬＮＧ火力の焚き代を増やし、長期契約を拡大していく必要があるのではない

かと、こういうような趣旨のご説明でございます。 
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 以上でございます。 

 

○平野委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、シティグループ証券株式会社の三重野様、お願いいたします。 

 

○三重野オブザーバー 

 シティグループ証券の三重野と申します。よろしくお願いいたします。 

 少し話に入る前に、私のほうの自己紹介を少しさせていただければと思っているんです

けれども、今回お声がけいただいた一つの理由として、私は、投資銀行部門でエネルギーと

電力セクターの統括をさせていただいておりまして、こちらのシティのグローバルな電力

エネルギー分野の方々と、日夜世界中のいろんな動きについて議論をして、時には、日本の

企業のグローバルへの投資、もしくは海外の企業が日本の企業とのパートナーシップ、こう

いったものをＭ＆Ａとか、もしくはエクイティでの資金調達、キャピタルマーケットの資金

調達、こういったもののお手伝いをさせていただいております。 

 一つ典型的な事例ですと、2020年前後ですかね。三菱商事さんと中部電力さんがオランダ

のＥｎｅｃｏという洋上風力で積極的に活動されていて、かつ、ガス等ももちろんユーティ

リティを買収されたときがありましたけれども、このときもＥｎｅｃｏ側のアドバイザー

をさせていただいて、まさに日本企業の欧州展開、もしくは洋上風力への足がかりというも

ののお手伝いをさせていただいたりとか、あとは、昨今ですと、昨年、日本製鉄が発表され

たＵＳスチールの買収の案件で、日本製鉄のアドバイザーをさせていただいておりまして、

こういう意味で、日本の企業様のまさに世界でのエネルギー、もしくは資源という観点から

のお手伝いをさせていただいているという状況でございますので、本日は、どちらかという

と、データポイントというよりは、そういったグローバルでの日本企業様のご活動をベース

として、私が最近感じることも含めてお話をさせていただければと思っている次第です。よ

ろしくお願いいたします。 

 今日のお題としては、今、アメリカでデータセンターが急激に増えておりまして、その中

でガス焚きの火力発電所、この新設も含めて、急激に増えていくであろうという、こういう

状況の中で、何が起きているのかというのを最初にお話をさせていただければと思います。 

 ２ページのところまで開いていただくと、データポイントを先にお伝えさせていただき

ますと、向かって左上のところで、これは世界のデータセンターでの電力需要。足元、2022

年で460ＴＷ、2026年で約２倍の1,000ＴＷ相当まで増えていくという、こういうふうなとこ

ろがグローバルな状況でして、向かって右上のところで、米国のデータセンターの需要とい

うことでいきますと、年率９％、約10％で増えていくという、こういうふうなところでござ

いますので、まさに生成ＡＩをベースとして、データセンター需要というのが世界中で広が

っていっているという、こういう状況です。 
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 これに伴って、３ページのほうをご覧いただきますと、向かって左上のほうで、データセ

ンターにおけるガス火力の需要をブレークダウンしております。これはグローバルでも、約

２倍相当広がっていく中で、真ん中の黒というか、グリーンというか、これがアメリカ国内

での需要の増加なんですけれども、やはり世界中を見たとしても、アメリカでは増加が急激

に増えてきているという、こういう状況と、これに併せて、向かって右側のところですけれ

ども、追加電力の必要容量ということについて、これをＬＮＧ換算にしますと、これはＬＮ

Ｇ需要国ですけれども、ＬＮＧ需要国でも、需要が相当数広がっていくというところが、こ

のデータのポイントとして申し上げるところでして、この背景を５ページのところで書か

せていただいております。 

 要はここに書かれているＡｍａｚｏｎとかＩｎｔｅｌ、Ｇｏｏｇｌｅ、こういった方々が、

まさに生成ＡＩを中心としたデータセンターの巨額の投資を計画していると。これはなぜ

かというと、世の中の経済のＡＩ化、これはＡＩにすることによって、もちろん経済が進化

するということもあるんですけれども、これは脱炭素に向けての効率化、省エネ化というこ

とにもつながってきておりまして、そういう意味では、まさに世界中が目指している、いわ

ゆる成長と省エネ化、これを支えるのはやはりＡＩという状況でございますので、そこに対

しての多額の投資が今行われてきていると。 

 これを賄うだけの電力の需要というのが今、世界中で賄い切れていない状況になってい

くというのが足元の状況です。これは一種のパンデミックでして、過去の電力需要の推移と

か、例えばガスの供給の推移とか、こういったところを見ると、順調にやはり先行投資をし

て、各国の政府機関も支援しながら、ガスの生産、もしくは供給のバリューチェーンをしっ

かりとつくってきていて、一方、それに伴う発電所のほうの供給体制というのも相応に賄っ

てこられていたというのが今までの足元だと思うんですけれども、こういった生成ＡＩを

中心としたパンデミック、これが起こってきたことによって、この構図が大きく変わってき

ているというのがこの１枚で言えるところでございます。 

 ちなみに向かって右上のグラフなんですけれども、これは2022年時点において、各インダ

ストリアルセクターごとにＡＩを活用しているかどうかというパーセンテージです。例え

ばオレンジの部分、右上の67％、これはＩＴなんですけれども、この下の54％、これは金融

機関ですけれども、ＩＴ、金融機関は今、足元でもしっかりとＡＩを活用しているんですけ

れども、その他のインダストリーのところは、まだ使用頻度というところが非常に、それほ

ど大きくないと。 

 これを2025年で見たところ、ほとんどのところがＩＴ並みの使用頻度に変わってくると

いうことでございますので、今、足元でも、これだけデータセンター需要が急激に増えてき

ている中で、2025年にはさらなる増加が見込まれると。イコール、それに対しての多額の投

資が必要になってくるというのが今の状況でございます。 

 簡潔に言って、データセンター自体を造ること、これ自身はそんなに難しくなくて、一定

の土地があって、箱を造って、テクノロジーを入れていけばデータセンター自体はできるん
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ですけれども、やはり一番大きな問題は、このデータセンターの箱を動かす電力がないと。

もしくは電力の接続ポイントがないというのが今の状況でございまして、アメリカにおい

ても、例えばルイジアナ等々のデータセンター銀座と呼ばれているところでは、もう既に電

力の供給不足というのが顕在化しているという、こういう状況でして、今、こういった大手

のＧＡＦＡと呼ばれる人たちが、では、データセンターを造るに当たって、発電所、もしく

はユーティリティごと買収したらどうかという、こういう動きがアメリカで広がってきて

おります。 

 ですので、データセンターを造るための適地及びインフラの確保が非常に重要になって

きているというのが今のアメリカの状況でして、イコール、今までデータセンターと電力と

いうのは連関性というのがあまり見受けられなかったんですけれども、それは非常に切っ

ても切れないというか、お互い必要な状況になってきているという状況でございます。 

 ６ページをご覧いただくと、ここで、その中でガス火力というところを載せさせていただ

いてるんですけれども、例えばガス火力の今後の建設予想ということで、足元の2024年でも、

これは約3.7ＧＷの新規建設が見込まれていて、2030年には、これが30.6ＧＷの新設が見込

まれているというのがアメリカでの状況でございまして、今まではどちらかというと、古く

なったガス焚きの火力発電所の退役をしていって、これが将来的に再生可能エネルギーと

か、もしくは将来的に水素、アンモニア専焼に切り替わっていくという、これがアメリカで

の電力、電源構成の構図でしたけれども、今となっては、こういった新しい電力需要の創出

という観点から、ガス焚きへの期待が非常に高まっているというのが今の状況です。 

 やはりアメリカですと、土地はあるので、再生可能エネルギーも相当数建ってはいるんで

すけれども、やはりデータセンターとしての相性を考えたときに、どうしてもその再生可能

エネルギーですと、不安定さを賄うことができないということが一つと、あと、一方で、一

番実は最適なのが原子力発電所でして、そういう意味では、アメリカでは既存の原子力発電

所を、休んでいる原子力発電所の再稼働等も含めて、現場での注目が集まっておりまして、

面白い事例ですと、タレン・エナジーという、原発と小売を持っているユーティリティの会

社がいらっしゃるんですけれども、ここが最近、自分たちの原発の隣地に造っていたデータ

センターをＡｍａｚｏｎに売却をしました。 

 一方で、売却をすると同時に、原子力発電所から、Ａｍａｚｏｎが造るデータセンターに

オンサイトでＰＰを結んで電力を供給するという、こういうふうなことは過去から見ると、

原発とデータセンターがオンサイトで電力を供給するということは考えられなかった状況

でしたけれども、具体的にこういう動きが出てきているということで、原発が一つのキード

ライバーになるんですけれども、やはりそれだけでは足りないということで、ガスが注目を

浴びていると。 

 やはりガス焚き発電所というのは、他の電源に対して比較的短いリードタイムで、フレキ

シブルな立地条件で建設ができるということもあって、まさに注目を浴びているというの

が今の状況でございます。 
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 ちなみに６ページの右上のところで、ＬＮＧの建設予想なんですけれども、当然ガス焚き

が増える、イコールガスが必要になってきますので、その観点から、アメリカにおいてのＬ

ＮＧの建設というのも、従来、しばらくそれほど大きな計画がなかったんですけれども、相

当数計画も含めて増えてきているというのが今の足元の状況でございます。 

 ちなみに７ページをご覧いただくと、これだけの大がかりなガス焚き火力発電所が建設

されます。ＬＮＧの施設が建設されます。莫大な資金が世の中で必要になってきておりまし

て、一方で、脱炭素という観点からは、今、欧州のタクソノミーでは一応ガスと原子力はト

ラジショナリーにグリーンだという位置づけにはなっておりますけれども、一方で、やはり

各金融機関がガス焚きへの資金供与をストップするとか、いろんな各金融機関によって、脱

炭素ポリシーを持っている中で、資金がなかなか調達しづらいという、こういう状況になっ

てきているのが足元ではございます。 

 こういう状況の中でも、実は向かって右上のところで、こういったガス焚き火力発電所

等々に力を入れている米国でのユーティリティの株価の推移というのは非常に上がってき

ておりまして、これは2023年の１月のスタートポイントとすると、約100％か200％という水

準まで株価が上がってきていると。 

 これはどういうことが起きているかというと、次のページをご覧いただきますと、この向

かって右端のところなんですけれども、従来、まさにこういうデータセンター等々、いわゆ

るハイパースケーラーという方々に集まってきていた、いろんな多額の資金が、いわゆるＩ

ＰＰのコンベンショナルなプレーヤーのところに集まってきているというのが今の状況で

ございまして、要はハイパースケーラーに事業価値があるから、お金を入れるという今まで

の動きから、ハイパースケーラーをしっかりと支えていくのが電力であり、実は電力、イコ

ールハイパースケーラーじゃないかと。その中でマルチプルが非常にこのリーズナブルな

電力セクターに資金が今流れてきているということですので、このガス、イコールお金が集

まりにくいという概念がある一方で、実はいろんな電力、もしくはそういったエネルギー分

野に資金を投資しておかなかった方々が、いわゆる大きな意味でのＩＴ化という観点から、

このエネルギーセクターにも資金を入れてきているというのが今の状況でございます。 

 ですので、いろんな意味で議論はあるものの、今のアメリカの状況を見て、申し上げたか

ったところは、まさにパンデミックが起きて、ＡＩが必要になってきている、イコール、デ

ータセンターが必要になってきて、それを支えていくには、ガス焚きの火力発電所、しいて

はガスＬＮＧが重要になってきているという、過去の継続性確保を断ち切られた新しい動

きが出てきている中で、実は資金面も含めて、投資化面も含めて、新しい動きが出てきてい

るというところが今のアメリカの状況でございます。 

 では、日本に起きるのかどうかというところが一つのポイントなんですけれども、10ペー

ジのところをご覧いただきますと、10ページの向かって右側のところが、各国におけるデー

タセンターの供給不足の状況でして、一番不足しているのがアメリカで、次が、チャイナメ

インランド、実はその次は日本という、こういう状況になってきております。 
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 日本国内においても、今朝の日経新聞ではないですけれども、いろんな方々が、これは足

すと数兆円規模の単位でデータセンターを造ろうとしているという、こういう状況でござ

いますので、まさにグローバルでも、データセンターが不足をしていて、これからまたさら

にデータセンターが必要となってくる、こういった国において、これからもまた大きな新設

が必要となってくると。 

 ちなみにここの右下のところでは、これはパーキャピタル、100万人当たりの必要なＭＷ

数ですけれども、これは世界でアメリカ、豪に次ぐ、３番目という、こういう状況でござい

ますので、日本で、アメリカにあれだけ広がっていったデータセンターのムーブメントが、

日本で起きないということはやはりあり得ないのではないかなというふうに思っている次

第です。 

 それに伴って、やはり必要となってくるのが、日本の今の電源構成を考えたときに、どう

しても即効性のあるものというと、やはりガス焚きということになると思いますので、これ

はやはり原発も一つの支えになるでしょうけれども、やはり再稼働というところと、新設と

いうところで、いろんな意味で議論がある中で、短中期的な観点からすると、やはり今のデ

ータセンターがだんだん増えていく、急激な電力需要の増加というのは賄い切れないでし

ょうと。 

 一方、再生可能エネルギーを見たときも、洋上風力がこれから広がっていきますけれども、

やはり実稼働数は2030年以降、2028年から2030年以降という、こういう状況になってきてお

りますので、まさに足元のガス焚き火力発電所、これをしっかりと稼働させる、もしくは増

やしていくというところが、今後のデータセンターの需要に伴う電力需要を賄う鍵となっ

ていると。 

 繰り返しになりますけれども、データセンターのためにガスが必要だということよりは、

いわゆるＡＩというものが今の世界経済、もしくは将来の日本経済の非常に重要な位置づ

けを示しているということもあって、いろんな効率化、成長化という観点から、データセン

ターを支援する、イコールそういった脱炭素化、成長化というのを支援すると。そのために

ガスをしっかりと確保していく必要があるというふうに、我々は思っているという、こうい

う状況でございます。 

 以上でございます。 

 

○平野委員長 

 三重野様、ありがとうございました。 

 少しプレゼンテーションが続きますけれども、いよいよ次期エネルギー基本計画策定に

向けての認識すべき論点ということで、資料７に基づいて、事務局のほうからご説明をお願

いいたします。 

 

○長谷川課長 
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 資源開発課でございます。 

 資料７に基づいてご説明をさせていただきます。先ほど委員長からお話がございました

けれども、エネルギー基本計画の議論が始まったところでございまして、それに向けて、今

回はＬＮＧに関する議論を世に出すということで論点をご用意させていただいております。 

 ３ページをご覧いただければと思いますが、本日ご議論いただきたいということで１枚

にまとめてございます。 

 現在の第６次エネルギー基本計画、これは、３年前の2021年10月に策定されておりますけ

れども、そうした中で、とりわけＬＮＧ市場を巡る状況、ＬＮＧに対する見方、こういった

ものをこれまで小委員会でも議論をさせていただいてきているところでございます。 

 既に５月15日から基本政策分科会が始まっておりますけれども、資源・燃料分科会におい

てもＬＮＧの安定した確保を求める声も既に出てきております。政府による移行期におけ

るＬＮＧの役割、こういったものの明確化が必要ではないかということで認識しておりま

す。 

 したがいまして、本日は、改めてこのＬＮＧを巡る変化のポイント、論点の候補、こうい

ったものをご提示させていただくということでございまして、大きく分けて四つほどござ

います。この片括弧１、２、３、４とございますけれども、政府が発出すべきＬＮＧの役割

の明確化、この具体的なイメージが一つ、もう一つ、前回の１月の小委員会でも議論がござ

いましたけれども、電力・ガスシステムとの関係、これも大きな論点だと思います。 

 したがって、本日、電力・ガス事業部のほうからも電力基盤整備課長に同席してもらって

おりまして、この後も資料のご説明がございます。 

 また、ファイナンス、これはやはり座礁資産化するのではないかという議論は常にあるわ

けでございまして、これは一大論点だと思います。こういった点の在り方についても一つご

議論いただければと思っておりますし、さらには、これも１月の小委員会の場でもご紹介申

し上げましたけれども、上流の権益の確保に加えて、中流の部分の、例えばトレーディング

能力であるとか、マーケティング能力、こういったものも評価することで、それがエネルギ

ーの安定供給に資していくのにどうやって取り組んでいくのかという点も大きな論点だと

思っておりますので、その点についてもご議論いただければと思っております。 

 今日は、ガスにある程度フォーカスしておりますけれども、それ以外の論点については、

また別の小委員会の場で扱わせていただければと思っております。 

 ５ページに行きまして、これはもうこれまでの小委員会でご議論いただいたことをサマ

ライズしたものでございますので、詳細についてご説明をいたしませんけれども、主な点と

してぜひちょっと強調したいところは、例えば５ページでいいますと、今日もいろいろと議

論も既に有識者の先生方からもお話がございましたけれども、一番下の丸で、電力需要の見

通しが今後どうなっていくのか。それによって、再エネや原子力が賄われる部分もあれば、

ガス火力が賄うところもあるとのことでございます。 

 こういった点も一つの論点だと思いますし、６ページでございますけれども、一つ目の丸
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にございますけれども、例えば電力・ガスシステムの関係で言えば、自由化が進む中で、か

つ、原子力の再稼働も進む中において、ＬＮＧを購入する民間企業にとって予見可能性、こ

れをどう確保していくのかというのも一つの論点だと思いますし、四つ目の丸でもござい

ますけれども、戦略物資とも言えるＬＮＧの供給の柔軟性、これを官民でどう担保していく

のか、そのための仕組みはどうあるべきなのかという点もご意見を賜ったところでござい

ます。 

 さらに言いますと、次の７ページでございますけれども、ファイナンス、これも本日の論

点の一つでございますけれども、ＬＮＧの販売のキャッシュフローに信用を依拠するプロ

ジェクト・ファイナンスが構築しづらくなっていると。このネットゼロの議論の中で、そう

いったものをどう克服していくのかという点も大きな論点だと思っております。 

 さらには７ページの一番下のところでございますけれども、ＬＮＧのクリーン化とござ

いますけれども、やはり天然ガスを座礁資産化せずに、資源開発を継続するためにも、様々

な技術革新、イノベーション、こういったものの力も借りていく必要があると思います。 

 これは例示的につけておりますけれども、例えばメタンを熱分解して水素をつくるよう

な、ターコイズ水素なるものも、最近の議論の中でも脚光を浴びつつありますけれども、こ

うした様々なＬＮＧのクリーン化に資する、こういった取組、こういったものを我々はフォ

ーカスをしていくべきではないかというふうに思ってございます。 

 また、８ページ、先ほど申し上げましたけれども、ＬＮＧのトレーディングですとか、リ

ザーブ・中流部分、こういったものの安定供給に資する役割というのも我々は注目すべきで

はないかというふうに思っております。 

 また、９ページですけれども、例えば二つ目の丸でございますけれども、上流の開発に加

えて、やはり中流部分の能力をどう高めていくのかということもございますが、そういった

中で、前回のご議論でも、複数の需要見通しを持ちながら、予見可能性を高めるということ

も重要なのではないかという話もございましたし、本日もお話がございましたが、次の丸で

すけれども、アジアでの需要の見通し、これもうまく取り込んでいくということも一つの論

点だと思ってございます。 

 こうしたこれまでのご意見を踏まえて、今回はぜひ委員の先生方に忌憚なくご議論いた

だくということで、次、この11ページ目以降で、最近の動きもご紹介させていただいており

ます。 

 飛びまして、11ページ、これは既存の、現行のエネルギー基本計画で天然ガスについて書

かれたものを整理しておりますので、これはもうご案内のところではございますけれども、

12ページ、天然ガス、ＬＮＧに対する最近の動きということで、例えば豪州ですと、先月、

将来のガス戦略（Ｆｕｔｕｒｅ Ｇａｓ Ｓｔｒａｔｅｇｙ）というものが出されまして、

これを担当する資源大臣も、天然ガスが2050年以降も重要なエネルギー源としてあり続け

ることを明確にしているというようなお話もございます。 

 また、アジアの国々からも、ＬＮＧはクリーンなエネルギーとして使い続けるというよう
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なメッセージなり、発言が出ているということでございます。 

 13ページ、これは先ほど松尾さんからもお話がちょっとございましたけれども、例えばイ

ギリスも、スナク首相が2030年代までに、ガス火力の建設に対する支援を行うというような

発表もしていたり、あるいはドイツですと、水素への転換も視野に入れながら、ガスに関す

る火力の発電所の支援ですとか、ＬＮＧの受入基地のそういった支援を行うという方向が

名実に打ち出されているということでございます。 

 14ページでございますけれども、これは本日縷々お話もいただいておりますけど、やはり

今後の情報通信需要の拡大に伴う電力需要の増大、これも一つ我々としては注目すべきと

ころでございまして、類似のお話を既にいただいておりますけれども、やはりデータセンタ

ーの拡大が、今後の電力需要の伸びの指向を大きく占めるということだというふうに我々

も考えています。 

 アメリカですと、ＩＡＥＡのデータを見ますと、やはり現在でも世界のデータセンターの

約8,000あると言われていますけど、2,600ほど、約３割がアメリカにあります。そのアメリ

カでは、さらなるデータセンターの拡大に伴って、ガス火力に対するニーズが高まっている

と。先ほどお話もございましたけれども、こういったことも非常に注目すべき状況だと思っ

ております。 

 次、15ページでございますけれども、そうした中で、この後も出てまいりますけれども、

長期契約の締結に向けた動き、これはいろいろと動きが出ていると。先ほどお話も出てまい

りましたけれども、長期契約を締結する動きが、中国ですとか、欧州では最近非常に高まっ

ていて、日本ではなかなかタイミングというのもありますので、アプリオリに比較できない

部分もあるかもしれませんけれども、例えば、中国のＳｉｎｏｐｅｃ、これはカタールエナ

ジーと27年間の契約を締結すると。これは2053年までになるということになりますけれど

も、そういった長期の契約が結ばれていること。 

 さらに言えば、ちょっとこの資料にはございませんけれども、同じカタールエナジーと台

湾のＣＰＣとの間でも27年契約が、たしか今月の初めだったと思いますけれども、結ばれて

いると。 

 それ以外にも、ここの資料にございますが、10年、15年の規模感の期間での長期契約、こ

ういった動きは非常に活発に国外ではなされているということでございます。 

 その上で、長期契約の意義ということでございますけれども、17ページですが、これもＪ

ＫＭとＪＬＣのグラフは既にほかの有識者の先生方からもご提示されていますので、もう

詳細は繰り返しいたしませんけれども、やはりこの緑色のラインをご覧いただくと分かり

ますとおり、長期契約を８割程度持って輸入をしているという実態が、ＬＮＧ価格の判定に

資しているということはほぼ明らかなのかなというふうに思っています。もちろんフェア

に申し上げれば、スポット価格が安いタイミングも当然あるわけですけれども、予見できる

という意味においては、長期契約の意義というのは、やはり相当程度説得力を持つ話なので

はないかというふうに思っております。 
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 19ページでございますけれども、そういった中で、長期契約を締結するためにも、いろい

ろ課題ですとか、環境整備がいろいろあろうかと思います。 

 また、国内需要が見通せないというご議論もございますけれども、やはりどういう要素が

国内需要の変動に資しているのかというのを19ページに、網羅的ではございませんけれど

も、主なものとして掲げております。 

 例えば本日も出てまいりましたけれども、データセンターの新規、データセンターの拡大

に伴う電力需要の増もあれば、石炭・重油からの燃料転換というのもございます。さらには

ＣＣＳ、こういったものの進展も増要因としては語られるのではないかと。 

 他方で、もちろんＬＮＧの需要量を減らしていく要素としては、省エネの推進であるとか、

再エネ、原発の状況、こういったものもあろうかとは思います。 

 そういった中で、こういった要素が変動することが、今後のＬＮＧの需要の見通しを定め

ることになるということでございます。 

 次の20ページ、これは後ほど電力基盤整備課長からのプレゼンテーションにもあります

ので、割愛いたしますけれども、一言申し上げれば、やはりデータセンターの拡大が電力需

要の増大に、ＯＣＣＴＯの試算の中でも、想定の中に出てきているということでございます。 

 21ページでございますけれども、ＬＮＧの輸入量のところも、先ほども出てまいりました

けれども、供給量は基本的には一定量だということになりますので、季節変動で生じる、そ

のギャップがどうしても出てきてしまうと。 

 この21ページの左側にございますとおり、年間を通じて、日本国内のＬＮＧの輸入量とい

うのが非常にばらつきがあると。冬は多めに輸入をして、夏は比較的下がると。最大で約200

万ｔ弱ほどの差がございます。 

 そういう意味では、長期契約とスポットでの調達を組み合わせていくということになる

わけですけれども、右側の図をご覧いただきますとおり、秋口に、冬場に向けて調達するよ

うな先物価格、これは非常に高くなる一方で、春先に、ある程度冬を越した後については、

先物価格というのは下がっていくと。余剰が発生すると、そこはどうしても値差が発生して、

損失が発生してしまうということは、ものの性質を生じてしまうということもございます

ので、そういった難しさもある中で、ＬＮＧの調達というのは行わなければいけないという

ことはご案内のとおりかと思います。 

 22ページでございますけれども、電力市場との関係でいいますと、ＬＮＧの新規の長期契

約、これは大体平均で15年とか20年ぐらいが現在日本の需要家の契約では多いということ

でございます。 

 他方で、電力市場の自由化に伴って、小売契約との期間というのはそう長期はないという

ことでございますので、そこの期間のギャップ、こういったことも課題の一つということで

ございます。 

 次に、23ページでありますけれども、そうした中で、ポートフォリオプレーヤー、ある意

味、例えばいわゆるメジャーですとか、あるいは一定程度のトレーディング能力を持った企
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業がポートフォリオプレーヤーとして、自らが一次買主となって、一定程度の長期契約を結

んで、そこからさらに二次買主といいますか、さらなる企業に売り渡していくと。こういっ

たことも既に存在感を高めていると。 

 24ページをご覧いただくと、より分かりやすいと思いますけれども、この24ページの右側

の図のとおり、ＬＮＧのプロジェクトの間に、この真ん中にポートフォリオプレーヤーと、

メジャーですとか、一定程度のボリュームを扱える企業が間に入って、自らが長期契約を、

売主でもありながら、一次買主として入って、それをさらに電力会社ですとか、ガス会社に

持っていくと。こういった実態がより拡大してきていると、存在感を増してきているという

ふうに認識しております。 

 こういったこともある意味、安定的に調達する中で踏まえるべき状況なのではないかと

いうふうに考えております。 

 26ページですけれども、もちろんＬＮＧ投資、先ほどもお話がございましたけれども、例

えばＬＮＧの液化プラントの建設は約１兆円ほどコストがかかる。受入施設でも大体1,000

億円ぐらいかかるということでございまして、やはりこういった安定的に調達をするとい

う意味において、資金はどうしてもかかるということがございます。 

 その上で、では、そういう資金がかかる意味でのファイナンスが非常にまた重要になって

くるということでございますけれども、28ページでございますが、このＬＮＧ関連設備の礁

資産化のおそれ、こういった議論もあると。そういう中で、上流投資へのためらいも見られ

ると。 

 現に、欧州の金融機関ですとか、オーストラリアの金融機関が、新規のガスの上流案件へ

の投融資の停止を発表していたりもいたします。こういう中で、いかにこういった座礁資産

化のリスク、レピュテーションリスクを回避していくのかということは大きな論点でござ

います。 

 29ページ、これも似たようなお話になりますけれども、巨額の費用がかかるＬＮＧプロジ

ェクト、これに、こういったもの、大半はプロジェクト・ファイナンスを通じて資金を調達

してきておりますけれども、一部の欧州の金融機関中心に、こういったＬＮＧに対するファ

イナンスから撤退する動きもあるということでございます。 

 31ページでございますけれども、他方で、前向きにこのガスの評価をするという動きも金

融機関の中では、例えばＪＰ Ｍｏｒｇａｎでありますとか、Ｂｌａｃｋｒｏｃｋ、こうし

たところは、ある意味もう少しガスに対する評価というのは一定程度あるということも事

実だと思っております。 

 あと、32ページですけれども、これは前回の小委員会でもご提示させていただいたもので

ございますけれども、やはり公的金融機関、政府の役割、こういったものに対する期待も寄

せられているという実態もあるということでございます。 

 さらには次の33ページですけれども、資金調達に関するところも多様化していると。先ほ

どプロジェクト・ファイナンスによる資金調達がかなり大層を占めているという実態があ
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る中で、最近には、米国中心に、プロジェクトボンドを発行する形で投資が行われるという

こともＬＮＧ案件の世界では出てきているということでございますので、そういったもの

も組み合わせながら、資金の調達を行っていくということも重要かと思っております。 

 ただ、いずれにしましても、ファイナンスの難しさ、そこにあるのは、やはりいかにＬＮ

Ｇをクリーンに使っていくのかというところがやはりキーになってくるということでござ

います。 

 35ページでありますけれども、このＬＮＧのバリューチェーンを低炭素化させていくと

いった取組は、やはり我々は取り組んでいくべき論点だと思っています。 

 それがひいては持続可能な形で活用されていくということでございまして、35ページに

四つほど大きな枠でございますけれども、液化設備の、ある意味電動化というのも一つでご

ざいますし、後ほどご紹介いたしますようなＬＮＧのメタンの削減ですね。こういった取組

も必要なことでありますし、ＣＣＵＳ、こういった取組、これが逆にカーボンを封じ込める

ものとして、ガスとの組合せにおいても有用で、若干申し上げました水素、こういった部分

についても、うまくガスと水素の組合せを通じて、エネルギー源としての活用をしていくと

いうことが重要かなと思っております。 

 36ページは、今申し上げたような話と重複しますけれども、ＬＮＧのバリューチェーン上

でどういうクリーン化ができるのかということを三つほど大きく挙げております。 

 一つは、水素としての活用をするということ。もう一つは、ＣＣＳ・ＣＣＵを通じてそこ

をクリーンにしていくこと。さらには合成メタンのようなものも一つの選択肢だというこ

とでございます。 

 次の37ページからは、メタン削減対策ということで書いておりますけれども、やはり最近

欧米を中心に、いかにメタンをＬＮＧのサプライチェーン上で漏えいを止めていくのかと

いう議論が、機運が非常に高まっていると。例えばＧ７ですとか、Ｇ20のような、こういう

国際フォーラムの中でも、メタン削減対策について言及するといった動きが以前にも増し

て高まっているということでございます。 

 ただ、これはまだいろいろ確立されていない部分も多々あるということでありまして、日

本としても、昨年のＬＮＧ産消会議を去年７月に開催いたしましたけれども、クリーンイニ

シアチブなるものを、ＪＥＲＡとＫＯＧＡＳとＪＯＧＭＥＣにおいて立ち上げておりまし

て、39ページでございますけれども、これは何かといいますと、ＬＮＧのバイヤーは、この

段階ではＪＥＲＡとＫＯＧＡＳがＬＮＧの生産者に対して、どういうメタン削減対策を行

っているのかという問いかけをクエスチョネアという形で発しまして、その結果をＪＯＧ

ＭＥＣが集計をして、可能な範囲で公開をしていくと。こういったピアプレッシャーといい

ますか、規制的手法というよりかは、ボランタリーな取組を通じて、メタンの削減を生産者

に対して促していくということを今始めているところでございまして、これをさらに、今は

ＬＮＧのバイヤーたるＫＯＧＡＳとＪＥＲＡの２社でございますけれども、こういったも

のを拡大させていくことで、ＬＮＧをクリーンに使っていくということも重要な取組だと
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いうふうに思っております。 

 最後に、これは１月の小委員会でもご議論いただいた点でございますけれども、やはり上

流の権益を持つということの価値ももちろんそうでございますけれども、トレーディング

能力であるとか、マーケティング能力、こういったものも安定供給に貢献しているという実

態があるというふうに思っておりまして、そういったものをどうやって評価をしていくの

か、そういった物差しはどういうあるべきなのかという点は、これもまた一つの論点かと思

っております。 

 41ページでございますけれども、これは過去の、昭和41年と大分古いものでございますけ

れども、その頃から、海外での原油の開発、これが非常に安定供給上、有力な手段であると

いう認識が当時からなされてきております。 

 42ページでも、これは平成12年ではございますけれども、2000年の当初の審議会の中でも、

同じように、石油、天然ガスの自主開発、こういったものが安定供給上、有意義であるとい

うことは既に語られていて、さらにはその後のエネルギー基本計画、43ページでございます

けれども、それぞれのエネルギー基本計画の中においても、国内外もそうですけれども、自

主開発というものに対する評価はなされてきているということでございますが、それに加

えて、我々としては、その中流、下流の安定供給に資しているところも評価すべきだと。 

 この44ページは、今年の１月の小委員会でご提示した資料を抜粋して再掲しております

けれども、繰り返しになりますが、ＬＮＧのトレーディングですとか、マーケティング、こ

ういったものの能力を評価する物差しですとか、それを商用する政府としてのインセンテ

ィブがどうあるべきなのか。民間の企業に求められる調達体制はいかなるものなのかとい

うことは、これもまた論点だということだと思っておりまして、改めて再掲させていただい

ています。 

 45ページですが、今申し上げた、上流の権益の確保、こういったところは、これまで自主

開発比率ということで一つ我々の中でもターゲットにしてきたところでございますけれど

も、ここのガス田開発、液化の次の輸送、受入れ、再ガス化、利用、こういった中流、下流

部分の安定供給に貢献している機能、貢献している要素をどうより一層高めていくのかと。 

 繰り返しになりますけれども、そういったトレーディングの能力の拡大ですとか、柔軟に

マーケティングを行えること、さらには緊急時に、バッファーとして機能できるエネルギー

を提供できること、こういったことも我々としては考慮すべき要素だというふうに考えて

ございますので、ご提示させていただいてございます。 

 以上でございます。 

 

○平野委員長 

 ありがとうございました。 

 プレゼンテーションの最後になりましたけれども、同じく役所の電力基盤整備課長の小

川様から、お願いいたします。 
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○小川課長 

 それでは、資料８をご覧いただければと思います。今後の火力政策について、電力・ガス

事業部、電力基盤整備課長の小川です。 

 プレゼンの最後ということと、これまで既にご紹介いただいたのと重複するところがあ

りますので、かいつまんでということでご紹介できればと思います。 

 前回のエネ基の策定のときにも、私どもは資源・燃料部とも連携して、この燃料のところ

については問題意識を持っていたわけですけれども、こういった形で審議会を通じて、お互

いの議論の状況を共有するというところまで、前回は至っていなかったというのがありま

すので、今回、こうした形でうまく議論を連動させて進めていければと思っているところで

あります。 

 まず、２ページは全体の推移というところで、火力につきましては、これまでもそうであ

りましたけれども、火力の比率をどうつくっていくかというよりも、再エネ、原子力という

のがどこまで行けるか、そこで足りないところを火力で補っていくというスタンスでおり

ます。 

 そうした中で、次の３ページでありますけれども、火力の稼働率というのは、趨勢的に震

災後下がってきていると。今後も再エネが導入されて、原子力が動くと、これは趨勢的に下

がると思っているわけではありますけれども、その直近の、例えば石油の図をご覧いただけ

ますように、需給が厳しくなると、途端に火力の出番を増やすということが現実、安定供給

の確保には欠かせないという状況であります。 

 次の４スライド目をご覧いただくと、そういった状況がよく分かるかと思います。この見

方なんですけれども、これは１年間を通して、１時間当たりで見たときに、最も火力が多く

発電したときの発電電力量というのが、上のほうに並んでいる数字であります。1.2億ｋＷ

ｈとかありますけれども、これはどういう状況かといいますと、再エネが全然発電できない

ときとか、そういうときには火力が専ら発電すると。 

 一方で、下のほうの数字は、逆に、一番１年の中で最も火力が発電しなくていい時間帯、

例えば、ゴールデンウィークの時期で、太陽光が照っている。そういう点で言いますと、こ

の下のほうの数字はどんどん下がってくる。ある意味火力がなくていい時間帯ということ

で言うと、どんどん落ちてくるわけですけれども、一番上のほうの数字、再エネの導入がど

れだけ進んできても、今、足元では７、８年前とあまり変わらない水準ということでありま

す。これは、例えば冬の天気の悪い時間帯、あるいは夜になると、専ら火力で発電すると。 

 このギャップがどんどん広がってくる、量として、ｋＷとしては持っていなければいけな

い。ただ、稼働量、発電量としては火力は減っていくという中で、いかに必要な燃料を確保

するか、あるいはそもそも発電所の維持をしていくかというのが火力政策における大きな

課題と考えております。 

 そういった中でということで、スライドは飛ばしますけれども、９ページのところ、こち
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らは既にご紹介もありました、電力需要の想定であります。ここに挙げている数字は、言っ

てみれば、ある程度蓋然性の高いもの、送電会社に対しては、ここにあります何倍、あるい

は何十倍ものいろいろな検討の依頼は来ております。そうした中から、かなり確度の高いも

のということで拾ったもの、それでこれだけの数字になっているということではあります

ので、そういった意味でも、この先の、特に産業用の電力需要がどう伸びていくかというの

は一つ、今回、エネ基の議論でも重要なところであります。 

 そうした中で、私どもの火力を取り巻く世界でいいますと、いろいろ政策的な装置という

のが整ってきているというのがあります。具体的なご説明は割愛しますが、10ページに、今

年初めて行った長期脱炭素電源オークションというものがありまして、先ほど、海外の動向

のご説明で、イギリス、あるいはドイツがＬＮＧの新設を支援するというのがありました。

ある意味、同様の発想のところもあります。 

 11ページにその結果というのが出ておりますけれども、今回、600万ｋＷを募集しており

ますけれども、ほぼほぼそれに近い量が落札されたというところであります。 

 こうした中で、今後、燃料面の確保をどうしていくか、例えば12ページで言いますと、価

格面だけで言いますと、逆転することもある。ただ、この辺はかえって市場としても、ある

いはプレーヤーとしても、燃料をどのように確保していくのかというのが非常に難しくな

っているというのがあります。 

 14ページには燃料制約ということで、ＬＮＧの、どれだけの量を持っておくかというのが

難しくなっているところではあります。 

 こうした中でということで、議論、19ページ目以降に委員会、別の場でご議論いただいて

いるものを並べております。 

 個別に、具体にというよりも、どのような議論かということを簡単にご紹介しますと、ま

ずもっては、火力の位置づけ、その際に、再エネ、原子力の補完という話のときに、19ペー

ジで見ますと、下から二つ目のところ、既に前半で松尾様からご紹介がありましたような、

再エネの細かい変動というよりも、季節的な変動などですね。そういったところを補ってい

く。短期の変動であれば、例えば別の手段、蓄電池がありますとか、ＤＲをどんどんやりま

すなんですけれども、こういったもっと長期の変動については、なかなかそういったもので

は補えない。どうするかと。これはもう国際的な議論でも、そういうときには、一定の火力

が必要だといったような認識になってきております。 

 そうした中で、次の20ページは、火力が一定程度必要という中で、そこの脱炭素化、ゼロ

エミ化をどのように進めていくのかといった議論であります。現状は、いろいろコストの面

で課題が大きいというところであります。 

 次の21ページは石炭火力であります。火力の中でのＬＮＧ、石炭、石油と考えた場合に、

やはり石炭をどう位置づけていくかというのが一つ大きな点でありますし、既に非効率石

炭火力のフェードアウトという取組を進めておりますけれども、足元に関して言えば、十分

に進んでいないと。それは事業者の取組が不十分というよりも、供給力が十分足りていない
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という中で、非効率石炭も活用していかなければ、安定供給を確保できないといった状況に

あったというのが大きいと考えております。 

 今後、いかにこの辺の取組を進めていくか。政策的な措置としましては、一定の仕組みと

いうのも入ってきております。言ってみれば、措置がある中で、どのペースでアクセルを踏

んでいくかというのが今後の課題かというふうに考えております。 

 次の22ページは、火力としての供給力の確保ということで、先ほどご紹介しましたような

新しい仕組み、脱炭素オークションというのを入れてきております。こういった形で、火力

そのものの新陳代謝を図っていくということも欠かせないというふうに考えているところ

であります。 

 最後、23ページ、こちらが一つ燃料というところでありまして、既に前半でもご紹介があ

りましたような、官民の役割分担のところのリスクに応じた負担というのをどうしていく

かといった点が一つ大きいということでありまして、23ページでいいますと、一番下のとこ

ろ、事業者としての対応が難しいリスクに対応した燃料確保、政策的な取組として、どうい

うことがあり得るのか。 

 これまでも直近では、短期的に明らかに厳しいと見込まれるときには、電気料金負担の下

で、一定の燃料確保といった取組を直近では行いましたけれども、そうした短期もさること

ながら、今後の中長期を考えたときに、どういう仕組みがあり得るか。 

 ここではご紹介しておりませんけれども、電力システム全体で言いますと、発電事業者が

負担するところ、全て負担するものではなく、むしろ小売電気事業者、さらには需要家、燃

料調整というのがありますけれども、こういった電力システム全体の中で必要な燃料確保

と、そのためのリスク、費用負担をどうしていくか、こういった議論をまさに今後深めてい

くという状況にあります。 

 私からのご紹介は以上です。 

 

○平野委員長 

 ありがとうございました。 

 この後、各委員の意見表明に移りますけれども、その前に、和久田資源・燃料部長がいら

っしゃいましたので、一言いただければと思います。 

 

○和久田部長 

 資源・燃料部長の和久田でございます。本日は少し遅れての参加で申し訳ございません。

私は、今週の月曜日に着任をいたしまして、今後、何とぞよろしくお願いいたします。 

 今日の議論ですけれども、まず、前回の小委員会では、私はちょっと別の立場で参加をさ

せていただきましたけれども、特に2023年、国がこうした施策であるとか、あるいは今後議

論いただきたい項目について、様々な提示をさせていただきました。 

 特に「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」につきましては、今年の３月22日に改定をい
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たしたということで、改めて御礼を申し上げたいと思います。 

 それから、今後の議論ですけれども、今日、まさに両課長からも説明がありましたけれど

も、特に今年度のエネルギー基本計画に向けた動きについて集中的に議論できればなと思

っております。 

 内容につきましては、まさに皆様のご支援を賜りたいところですけれども、一つは、伝統

的な化石燃料についての考え方、これは、これまで自主開発比率を含めて、エネルギー基本

計画の中で位置づけてきたものを、これから伝統的、いわゆる化石燃料について、どういう

ふうなスタンスで、どう対応していくのか。もちろん脱炭素化だけではなくて、３Ｅを標榜

しているわけですから、これについてどう考えていくかというのはしっかりと整理したい

と思っております。 

 その上で、新しいエネルギー、いわゆる水素・アンモニア、それからクリーンエネルギー

技術という意味でのＣＣＳについてもよく考え方を整理する必要があるかなと思っており

ます。 

 その点、今までのアプローチとは違うアプローチをしないといけないと思いますし、そう

いう意味で、そういったエネルギーの目標がどうあるべきなのかというのは、またこれも違

うアプローチかなと思っておりますので、そういう点につきましても、委員の皆様方のご支

援をいただければと思います。 

 本日は限られた時間ではございますけれども、何とぞよろしくお願いします。ありがとう

ございました。 

 

○平野委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、これまでの有識者の方々のプレゼンテーション、あるいは事務局へのご質問、

それから、それぞれのご意見というものをご議論いただければと思います。 

 いつものように、対面の方はネームプレートで、オンラインの方は挙手機能を使って発言

の意思を表明していただければ、指名をさせていただきます。 

 なお、時間の関係で恐縮ですけれども、発言時間を限定させていただければと思います。

委員の方々は長くても５分ということで、オブザーバーの方々は恐縮ですけれども３分以

内でのご発言ということでお願いいたします。いつものように残り時間が１分となります

と、ベルが鳴りまして、もう１分過ぎますと二度鳴りますので、そこではハードストップぐ

らいのペースでやっていただければというふうに思いますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 それでは、寺澤委員、どうぞ。 

 

○寺澤委員 

 一つの質問と、三つの大きなコメントで、質問は三重野さんにお願いします。Ｇ７に行く
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と、欧米からも脱化石燃料だというふうに強く言われるのですけれども、ＬＮＧの長期契約

を見ると、誰が取っているかというと、中国以外で言うと、欧米勢がＬＮＧ長期計画を取り

まくっているわけですね。 

 これについて、企業として、当然政府、あるいは機関投資家に対して説明しているのです

けれども、どういうふうに説明の整合性を取っているのでしょうか。 

 一方では、ファイナンスはついているわけですよね。誰がファイナンスをしているのか。

シティグループさんもＧＦＡＮＺにお入りになっていると思うのですけれども、こういう

ことに誰が、どのようにシティグループを含めてファイナンスされているのか。そこのとこ

ろについて教えていただきたいというのが質問です。 

 コメントのほうは、一つ目はＬＮＧの役割、これは今日、３人の方がおっしゃったとおり

で、私もアメリカなどの国際的カンファレンスに行くと、もう再エネか、ガス火力かという

二者択一ではなくて、再エネをやれば、ガス火力も必要だと。そういう議論が強くなってい

て、背景としては、今日おっしゃったように、電力需要が20年間フラットだったのが増え始

めてきたと。それに対してやっぱり供給力確保が必要だと。また、増えているデータセンタ

ーのための安定電源が必要だと。そうすると、出力変動のある再エネだけじゃなくて、制御

可能なガス火力が必要だと。こういう認識が背景にあって、LNGの役割が恐らく数年前とや

っぱり違ってきているのだろうという感想です。 

 二つ目が、長期のＬＮＧの需要。今、エネルギー基本計画を議論しているわけですけれど

も、先ほど小川課長からも考え方の順番は示されましたけれども、恐らくあり得るのはＧＨ

Ｇを思い切り下げる、野心的に削減を。その上で思い切り再エネを入れる、思い切り省エネ

を入れる、原子力についてはみんなが納得する範囲内で入れていく、そうすると引き算する

と化石燃料はえらく小さくなる、ということが普通に考えると、流れとなってくるのではな

いかと。そうした中で、石炭からＬＮＧへのシフトをしなきゃいけないのですけれども、そ

れでもＬＮＧの長期需要はかなり小さくなってくるということが想定されます。ただ、これ

はいろんな実感とは大分ずれてくる。恐らくその原因は、いろんなものの最大の目標が全部

実現したときに差し引きになることにあります。しかしながら最大の目標は必ずしも全部

実現するわけではないというのは世の常なので、そうしたリスクに対応したコンティンジ

ェンシー、あるいは現実的な見通しも示さないといけないのだろうと。しかもそれをオーソ

ライズされた形で示すことが重要だろうというのが２点目です。 

３点目のコメントとしては長期契約、これは皆さんがおっしゃったとおりに非常に重要

だと思います。全部が全部、長期契約ではなく、バランスを取ってやっていかなきゃいけな

い。ただ、先ほど申し上げたように、長期契約はほとんどが中国勢と欧米勢が落として、日

本はほとんど落としていないということで、聞くと、やはり色々な不確実性があるからだと。 

日本だけ不確実があるのは少し変、中国はともかくとして、変ではあるんですけれども、

やはりこの不確実性を減らさないといけない。一つは、先ほど言ったように長期の需要見通

しについて、最大限の目標と現実的な見通し、しかも現実的な見通しをきちんとオーソライ
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ズして示すということは不確実性を減らすという上での１点目。 

２点目が、最大のユーザーは電力とガスなのですが、電力市場、ガスセクターにいろいろ

な不確実性がある。この不確実性をどう減らしていくのか。もちろん自由化をやってきたわ

けですけど、そうした中で不確実性をどう減らすのか。小川課長のところで長期脱炭素オー

クション制度を入れたというのは非常に大きな一歩前進だと思います。他方で、報道によれ

ば、ガス火力を落札した事業者が建設決定を待ってくれという報道もあり、実際は分かりま

せんけれども、長期脱炭素オークション制度についても改善すべきことは改善すべきだと

思います。また、小売について今日、松尾さんのお話で、小売事業者も短期志向になってい

ると。それは事実だと思うのですけど、短期志向の結果、卸電力価格が高騰すると電気事業

から退出してしまったことがあります。電気事業のように大切なものから、急に退出してし

まうと困るとは思うのですけれども、そうしたことのないよう、電力小売についても長期電

力調達契約を締結するような、そうした環境整備をするのか、いずれにしろ電力・ガス分野

の改革は必要なんだろうと思います。 

一方で、これは資源燃料部になるわけですけど、電ガ部だけの問題じゃなくて資源燃料部

としてＳＢＬをおやりになっていますけど、月１カーゴだけしかないので、これから規模の

大きいことをやっていこうとすると、より小さい予算で、いわゆる効率的にやる創意工夫が

必要なのだろうと思います。ただ、それを政府だけに期待するのは限界があって、欧米もポ

ートフォリオプレーヤーが自分の懐で、民間でＬＮＧ調達を行っているわけですよね。そう

すると、本当に日本の民間にもっと頑張ってほしいと思います。このため、民間の力を活か

し、民間がポートフォリオプレーヤーになってもらうということを促しながら政策として

もそれを支援するということが必要だろうと思います。いずれにしても長期契約を確保し

て行くためには、現実的な見通しの提示、電力・ガス改革との連携、それから資源・燃料政

策におけるリスク補完、そして、民間のポートフォリオプレーヤーたちの機能強化というこ

とを総合的にやる必要があると思います。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

もし、お答えがあれば。 

 

○三重野オブザーバー 

 では、最初のポイントで、なぜこの脱炭素が各国政府でコミットをしている中、民間でこ

ういった化石燃料への投資等とかも広がってきているのかということなんですけども、ま

さに昨年、原点回帰という言葉が広がりましたけれども、例えばエクソンモービルがアメリ

カでパイオニアから約６兆円、７兆円ですかね、それの買収をしたとか、あとはシェルが再

生可能エネルギー事業のオペレーティング・アセットを売却するとか、いろんな意味でオイ
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ル・アンド・ガスの会社が、より上流領域への特化というのを始めてきたと。この背景は、

もうシンプルで、彼らはやはりそういう意味では民間企業でもありますので、彼らの株主も

しくは投資をしている方々、こういった方々が、やはり全体の企業の健全運営の中で、より

成長分野に資金を投資してほしいという、こういう要望がやっぱり強かったので、改めて自

分たちの事業、ポートフォリオを見直したときに、上流でしっかりと開発をしていく、これ

がまず採算性の向上、成長の向上、かつエネルギー会社としてのエネルギーの安定供給とい

う観点からの役割を担うと、こういうことで上流に行き着きましたので、ここはやはり各国

政府の目標と、あと民間投資といういわゆる民間との実際の動きとのギャップというのが

今のところあるんじゃないかなとは思っています。 

ただ、一方で、例えばエクソンもデンベリーというＣＯ２の回収パイプライン、ここを保

有している会社を５ビリオンで買収しているんですけれども、上流投資をするだけではな

くて、投資したものをしっかりとゼロエミッション化していくという、こういうものに対し

ての投資もしっかりやってきておりますので、そういう意味では、タイミング的なギャップ

はあるものの、見ている方向というのは中長期的な同じところを見ているんじゃないかと

思っています。 

もう一つ目の、じゃあ、ファイナンスをどうやってつくるのかというところなんですけれ

ども、やはり従来、例えばＬＮＧであったらプロジェクト・ファイナンスのレンダーの方々、

こういった方々が資金供給の主戦場になってきておりましたけども、先ほども資料にあっ

たとおり、プロジェクトボンドという形態が一般的になっておりまして、やはり世界中を見

たときに、いろんな銀行だけではなくて、例えば生保等々の機関投資家とか、クレジットフ

ァンドとか、インフラファンドとか、いろんな資金の出し手がいる中で、そういった方々は

目線がやっぱり異なってきておりまして、そういったいろんな目線の方々の資金を集める

ことによって、今のエネルギーの開発というのが賄えてきていると。一つの具体的な事例と

して、クレジットファンドとかは、２年前は化石燃料には投資しませんと。もう今は石炭で

もガスでも、トランジションの道筋がしっかりしているのであればお金は出しますと、こう

いうふうな状況になってきておりまして、恐らくプロジェクト・ファイナンスのレンダーと

いう観点からは、今後はそういった方々が、今のトランジショナルな投資についてお金を出

す主体になってくる可能性がございます。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、次のご発言、オンラインの島委員、どうぞ。 

 

○島委員 

 島でございます。ご指名いただき、ありがとうございます。 
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私から、本日事務局からご案内いただいた議論の対象事項に対応した形で発言すること

は難しいのですが、リスクテイクの在り方やファイナンスの観点から何点かコメントさせ

ていただければと思います。 

リスクテイクについては、日本にとってのＬＮＧを考えたとき、リスクマネジメントとし

て、リスクを発生させないか低減させるか移転するか受容するかという四つのシナリオが

ある中で、回避する、すなわち日本がＬＮＧを使わないというシナリオはあり得ないので、

どうやってリスクを低減、移転、または受容していくのかを巡って政策議論が進んでいるの

だと認識しています。ここで、低減であれば、アジアＬＮＧ市場を構築することによってオ

フテイカーを増やすとか、移転についてもアジアのＬＮＧマーケットが積み上がっていく

ことによって、これまでの電力ＩＰＰ等のようにマーチャントタイプの形でも対応できる

ような形を志向していく。また、受容に関しては、受容できるプレーヤーを育てるというこ

とでポートフォリオプレーヤーの話が出てきているのかと思いますが、やはり低減・移転・

受容、どれについても時間がかかると。 

日本のユーティリティさんなどが今抱えている長期契約の期間が切れるまでにこれらの

シナリオが実現するわけではない中で、どうするのか。官民のリスク分担という話も先ほど

ありましたけれども、伝統的にここは官が時間リスクが取れる当事者であって、官の役割が

非常に重要なんだと思います。 

また、ファイナンスの話がございましたけれども、プロジェクトボンドの話は確かに存在

するところですが、日本には、アメリカのようなリクイディティのあるボンドマーケットは

存在しませんし、また、インフラファンドに投資しているのも、日本の場合は年金、生保、

損保等、日本の政策を前提としている主体であると。また、こういった方々は、案件の最初

の段階でリスクを全て整理して潰しておきたい、期中のリファイナンスはあまり考えない

という方々かと思いますので、今後も一定期間はプロジェクトファイナンスベースで長期

契約を前提とするＬＮＧ案件への支援が続いていくのかなと思います。 

現在、それがチャレンジングな局面にあるところ、どうやって組成のハードルを低くして

いくのかというと、やはりＬＮＧの意義についての認識を国内外で改めるというか再構築

していくことが大事だと思います。欧州では「化石燃料」という形で燃料を定性評価して、

この燃料であればいいが、あれは駄目というような主張をしている一方、日本は定量評価で

臨んでいるのだと理解しております。脱炭素ではなく、あくまでもネットゼロで、最終的な

ＣＯ２排出量がどう落ち着くかを問題にしているのだと考えております。 

ただ、一方で、こういった考え方が国際的に受け入れられているというわけでは必ずしも

ない。事務局の方々などはＣＯＰやＧ７などで日本の姿勢を一生懸命打ち込んでくださっ

ているわけですけれども、これを政府間の関係だけでなく、より民間のレベル、相手国の国

民のレベルに対してもきちんと説明をしていくということ、ロビイングのような形になる

かもしれませんけれども、そういった活動も必要なのではないかと思っております。 

また、アジアのＬＮＧマーケットに関しては、最近、オーストラリアのほうでは、日本が
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自分たちの資源であるＬＮＧを使ってアジアでもビジネスしようとしているよというよう

な声も聞かれますので、同志国相手であるとか、これまでの良好な関係等に慢心せずに、広

く丁寧に、日本から見た合理的な説明を披露していく必要があるのではないかと思います。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

続いて、オンラインでご参加の竹内委員、お願いします。 

 

○竹内委員 

 ありがとうございます。声は届いておりますでしょうか。 

 

○平野委員長 

はい、聞こえています。 

 

○竹内委員 

ありがとうございます。私自身は、今次のエネルギー基本計画が示すべきことは、まず１

点目、カーボンニュートラルにはコストがかかるという覚悟を国民に促すこと。２点目、原

子力を再興していくためにどのようなプロセス、時間軸で議論するか。３点目、ＧＸ市場創

造に向けて、カーボンプライスだけではなく、規制的手法をどの程度、いつから使うのか。

こういったことを示すことではないかというふうに考えておりますけれども、エネルギー

基本計画が歴史的に化石燃料に対しての見通しを示すという役割を果たしていたというこ

とで、これは今回も当然変わるものではないと考えております。しかしながら、ＮＤＣと整

合的に描こうとすると、燃料を確保するなというメッセージになってしまいかねないとこ

ろに今の難しさがあるというところだというふうに思います。短中期的には化石燃料をい

かに安定的に確保するかの課題、そして長期的にはそれを低減していかねばならないとい

う課題。ただし、この短中期と長期の時間的なギャップがもうなくなりつつあるという中で、

どのように国家として考えるかが問われているわけですが、私自身はエネルギー政策とは

リスク管理であるというふうに考えておりまして、しっかりと化石燃料を確保するという

メッセージを出すことが今回のエネルギー基本計画の一つの役割だろうと理解をしており

ます。 

長期契約というのは、確かにいい面、悪い面、当然あって、余剰を抱えるリスク等もある

わけですけれども、日本経済社会にとって何がよりクリティカルなのかという視点で考え

る必要があるというふうに思います。余剰、そして不足や値上がり、どちらがクリティカル

なリスクであり、対処の方法等が乏しいかといえば、圧倒的に後者が不足や価格高騰だとい

うことは事務局資料でも分析いただいているとおりでありますし、余剰への備えというの
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は、みずほの方がご指摘くださったように、アジア市場全体で考えていくということで、大

損になることは避けられるのではないかというふうに思います。 

ここでちょっと申し上げたいことは、今日は電力基盤整備課の方にも同席いただいてい

る、これは極めて大きな意味を持つというふうに思います。ＣＯ２削減のために再エネの導

入量が増える中で、火力発電の役割がｋＷｈからｋWあるいはΔｋＷに軸足を移していく中

ではありますが、ｋＷやΔｋＷの価値というのは、ある程度国内政策で確保することができ

る。ただ、ｋＷｈについては、設備を動かすことでサプライチェーンが維持される部分が強

い。設備稼働率を下げながら末端までサプライチェーンを維持するというところは、例えば

石油火力について言えば、石油を運ぶ内航船がもうほとんどない状態、こういった状態にな

らないように目配りをする必要があるというふうに考えます。 

本日のテーマであるＬＮＧの見通しの不確実性としては、やはり自由化の影響が極めて

大きい、小売事業者のリスクヘッジを極端に軽んじた制度設計をしたというところは大き

く反省すべきだというふうに思います。松尾さんの資料のP11にも、脱炭素化を掲げながら、

電力自由化を同時に進めたことで、本来生き残るべきLNGの減少幅が、石炭火力の減少幅よ

りもかなり大きいという分析も示された。 

海外からの調達について手当てをいかにしたとしても、内なる制度設計が今のままでは実

効的ではないということはこれまでも繰り返し申し上げているところです。先ほどの冬季

のＬＮＧ船の入港制約等も、これは松尾さんの資料でお示しいただいておりましたけれど

も、今まで人材、人的なナレッジの高さなどで何とか乗り切ってきたところというのは大き

いというふうに思います。先行きが不確実という状態がこうした技術や人材の育成に影響

を及ぼしていないか。各事業者にアンケートなどを行って把握していただくことを求めた

い。そのほかにも電力自由化は、自由化したと言いつついまだに規制料金が継続されている

など、かなりの矛盾を抱えていることは皆さんご承知の通り。いま検証が行われていると理

解しているが、取り繕うことなく、エネルギー政策というのは国家にとってのリスク管理で

あるということを念頭に置いて対応いただくということを強く要望いたします。 

 最後、１点申し上げたいのですが、今回のテーマはＬＮＧの確保が中心となっていました

が、一方で石炭への考え方、これも整理する必要があると思います。先ほど松尾さんの資料

に、再エネの調整力としてのＬＮＧの価値が高まることということが示されておりました

が、１週間、10日間、再エネの出力不調が続いた場合に、ＬＮＧという形態で、パイプライ

ンではなく船で天然ガスを運んでくる我が国がどのように備えるのかといった話。ＬＮＧ

の確保について、契約などの措置はできるかもしれませんが、我が国が確保可能なＬＮＧの

在庫というのが２週間分程度であって、価格高騰や輸入途絶に対して極めて脆弱であると

いう、この事実は変えようがないわけでございます。火力発電の中で石油火力はもうほぼ戦

力とならなくなってきている中で、石炭については燃料サプライチェーンも含めて、どうや

って維持をしていくのか、これも一つ論点として考えていただければというふうに思いま

す。 
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最後、私も先ほどの欧州系の事業者の長期契約についてのファイナンスについて伺おう

と思っていたんですけれども、寺澤理事長からご質問いただきましたので、ここは割愛をさ

せていただきますが、我々としても、そういった事業者のファイナンス・スキームに強く学

ぶところが必要ではないかというふうに思います。 

私からは以上でございます。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、ほかの委員、もしくはオブザーバーの方、どうぞ。 

それでは、増田委員、どうぞ。 

 

○増田委員 

前回までの議論の視点というのは戦略的にＬＮＧをどういうふうにしたらエネルギーセ

キュリティーを確保するかというような問題だったと思うんですけども、今回出てきた新

たな情報というのは、国内のエネルギー需要というのが予想していたよりもかなり増える

見込みではないかという点だということだと思います。私たちは今、実社会で経験している

ように、ＡＩの技術というのはもう日常生活で欠かせなくなっていまして、大学や企業のみ

ならず、一般社会での需要の増加というのが予想されます。これから労働人口が減ってきて

高齢化社会になるとエネルギー需要が減るんじゃないかというような、通常だったら減る

んですけども、逆に介護ロボットとか健康モニタリングとか遠隔治療だとか、あとはものづ

くりの分野あるいは物流の最適化というようなところで、いろんなビッグデータを使った

処理、機械学習を利用しなきゃいけないというようなことになると、どうしてもコンピュー

ターも非常に高速なコンピューターによる計算というのが重要になってくるわけで、その

コンピューターというのは非常にサーバーがエネルギーを食いますから、その意味でエネ

ルギーの消費量というのは増えてくるはずです。そういう意味で、経済成長を支えるコンピ

ューター、エネルギー、それからこれから先の老朽インフラ等のメンテナンスというのも必

要に、そこにかかるエネルギーというのも必要になってくるわけで、こういったものを全て、

新しいエネルギー需要と言えばいいのかもしれませんけど、それを再生可能エネルギーだ

けで賄えるのかどうかというところは非常に疑問に思っています。そういう意味で、ＬＮＧ

というものがデータセンター、駆動のベース電力、現になり得るんですよと、それは重要で

すよというようなメッセージをしっかり政府として明示しておかなければいけないんじゃ

ないかなというふうに感じました。 

それから、世界的に脱炭素が進んでいくと、先ほど、みずほさんの分析にあったように、

ＬＮＧ需要全体に占めるＡＳＥＡＮの需要の割合というのが2040年には35％まで上がると

いうような指摘がありました。日本は島国で、結局、ＬＮＧは船で受け入れる手段しかあり

ません。それを踏まえると、やはりエネルギーセキュリティーのためにＬＮＧの長期的な安
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定供給の確保というのは最重要の課題であることは間違いないのですが、一方で、天然ガス

の需要に季節変動があって、あるいは座礁資源化のリスクで電力サイドでは長期契約に踏

み込めないというような実情があります。説明にもあったように、欧米とか欧州ではパイプ

ライン網というのは整備されていまして、ガス需要が結局低下したときには、地下の地層中

にパイプラインからガスを戻すというような、地下貯蔵施設をバッファーとしてうまく利

用できる状況にあるのですが、日本の場合というのは残念ながら、このような大きな地層が

多く存在しないので、どうしようかということになるわけですが、今後、アジアでのＬＮＧ

需要の増加の状況の下で安定供給を確保する。そのためには、結局、米国、カタールなどの

主要な生産地、それからＥＵにある大きな地下貯蔵場所、それからアジアのＬＮＧの消費地

域、あとプラスしてガス消費で発生するＣＯ２の貯留場所、これらを一つの１セットとして

考えたガス供給網の最適化というものを検討していくことで、電力サイドでも魅力のある

低炭素のＬＮＧの利用のデザインができるんじゃないかというふうに思っています。 

以上、コメントになります。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、川口オブザーバー、どうぞ。 

 

○川口オブザーバー 

 ありがとうございます。私から３点、申し上げさせていただきます。 

第１点目、ＬＮＧの位置づけについてでございますが、まず、ＬＮＧの主要な需要先であ

る電力分野でＬＮＧ火力を正面から位置づけるべきだと考えます。これは再三述べられて

いますように、ＬＮＧ火力は、今後急速に伸びるデータセンター等の需要に短期的、比較的

低コストで対応できます。一方で、他のいずれの電源も中長期的には不確実性があるので、

ＬＮＧ火力は脱炭素化に向けた過渡期において、再エネ、原子力に次ぐ主要な電源になり得

ると考えます。ＬＮＧはエネルギー移行期のエネルギーミックスにおいて、最後のしわ取り

の存在ではなくて、低炭素、低コスト、安定したエネルギー、３Ｅのバランスの取れたエネ

ルギー源として、その重要性を正面から積極的に認めるべきではないでしょうか。その際、

ＬＮＧバリューチェーン全体における、さらなるグリーン化やＣＣＳによる最終的な排出

削減を図るとともに、ＣＣＳを活用した水素・アンモニアの原料としての位置づけも高める

べきだと考えております。 

第２に、ＬＮＧの安定供給についてでございますが、ＬＮＧ安定供給の基本は長期契約で

す。中国、インドのみならず欧州各国、バングラデシュ、台湾が最近相次いで20年超の長期

契約を締結する一方で、日本が長期契約を結べない最大の理由は需要家が長期的にコミッ

トできないことにあります。その背景には第６次エネルギー基本計画における2030年のＬ

ＮＧ供給量の大幅な減少や電力市場の自由化の影響があり、第７次エネルギー基本計画で
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は、2035年、40年の電力・都市ガス分野におけるＬＮＧ需要量がどう設定されるかが極めて

重要です。その需要予測は不確実性がある中で単一のシナリオは現実的でなく、複数シナリ

オあるいは一定の幅を持ったシナリオが妥当だと考えます。その上で、どこまでＬＮＧの安

定的な供給量を確保していくかを官民で共有することが重要であり、その際のリスクを官

民で負担する必要があります。ＬＮＧ安定供給における政府の役割として、ＬＮＧ上・中流

権益確保と長期契約締結に対する政府の支援が基本ですが、危機対応の最終手段は政府自

身がリザーブを持つことです。政府としてＳＢＬ制度を開始したところでありますが、その

規模は小さく、さらにＬＮＧ余剰タンクの利用や枯渇ガス田の利用など、様々な手段を予断

なく国家備蓄として改めて本格的に検討する時期にあるのではないでしょうか。 

最後に、新しいＬＮＧに関する政府目標の設定についてでございますが、上流権益確保に

よってエネルギー安定供給を確保する重要性は何ら変わることはありません。したがって、

第６次エネルギー基本計画の自主開発目標は政府目標の基本であり、維持すべきものであ

ります。その上で、長期契約による我が国ＬＮＧ引取量目標を新たに設定し、既存の上流権

益獲得支援に加え、中流権益獲得や長期契約締結に対する政府支援策を検討する必要があ

ると考えます。 

以上でございます。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、池内委員、どうぞ。 

 

○池内委員 

 東京大学の池内です。既に多くの論点がもう出ていると思いますので、短めに私としての

コメントをしたいと思います。 

私の専門の中東地域を見ておりますと、既にこれまでの各社の立場からの議論でＬＮＧ

の重要性というのが打ち出されていると思いますが、それは結局のところ、従来型の産油・

産ガス国から調達せざるを得ないわけで、ところが、その多くは、やはり中東であることは

中長期的に変わりようがないということだと思いますが、その上で、その中東側から見た日

本の存在感というのが非常に落ちているというところは非常に危惧しないといけないとこ

ろだと思います。それは、それほど日本の国力が落ちたみたいな、一般的な議論が正しいと

は私は思わないんですが、しかし、見え方として、日本の姿勢とか姿がそれほどはっきりと

打ち出されていないと。そういうところから、もちろん現場レベルといいますか、専門家レ

ベルでの理解というのは進んでいるんだと、相互理解が進んでいると思いますけれども、や

はり日本側の量としてというか、あるいは勢いというか、あるいは意気込みみたいなものが、

やっぱりはっきりと打ち出されない状況がある。そうすると、非常に分かりやすい例として

は、有力な産油・産ガス国の首脳の来日が何度もキャンセルされるとか、そういう非常に分
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かりやすい形で、アジアの中での日本の位置というものの優先順位の低さが見えてしまう

という場面があって、これは実態はそうではないという見方はできると思いますけれども、

しかし、見え方は非常に重要ですので、巻き返しが必要なところと思います。その点でも国

としての姿勢というのを打ち出せる何らかの仕組み、専門家の非常にテクニカルな議論で

は打ち出しているんだとは思うんですけど、もう少し日本の姿勢というのを、特に従来型の

産油国・産ガス国に対して打ち出していく必要があるんじゃないかというふうに考えてお

ります。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

では、田村委員、どうぞ。 

 

○田村委員 

 私からは２点でして、一つ目が政府が発出すべきＬＮＧの役割ということと、もう一つが

ファイナンスに関してですけれども、一つ目ですけれども、やはり今後の議論にも出てくる

とは思いますけれども、ＬＮＧの重要性というのはかなり分かりやすく言っていただきた

いというのは思っております。というのも、とかくガスはトランジションの燃料だよねとい

うような言い方が多くて、そうしていくと、先々なくなるんでしょと、使わないんでしょと

いうふうになってしまうと、途中にあったような座礁資産化というような懸念というのが

どうしても金融側には、出てしまうものかなと。その意味では、やはりＬＮＧは重要なんだ

ということは重要だというふうに出していただきたいというふうに思いますし、あと、分か

りやすい言葉でやはり発信していただきたいと思います。 

二つ目として、ファイナンスに関してですけれども、直接的な手法という話ではないんで

すけれども、実際、オーストラリアの石炭関連の会社は民間の金融機関から、普通の金融機

関から調達が難しくなる中、高い金利の先からお金を借りています。結果、利益率が下がっ

ているというような実態が生じています。そのようなことを金融に関わる者として見てい

て、このままでいいのかなというふうには思います。先々、このガスという世界、ＬＮＧと

いう世界においては、やはりしっかりとファイナンスが支援できる状況というのはつくっ

ていかないといけないのではないかというふうに思っています。その中で、今回お示しいた

だいている資料の中にＬＮＧバリューチェーンの低炭素化というのがあったと思いますけ

れども、非常に重要だと思っています。 

といいますのも、ファイナンスド・エミッションという、我々としては自分たちの目標を

つくっているわけですけれども、貸出先のＧＨＧ排出力の抑制ということを目指している

中でもありますので、先々どうなっていたのかというのは重要かなと思っています。一つ例

を申し上げると液化ですけれども、恐らく液化基地自体は長らく使うということを前提と
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なるかと思います。今、この瞬間は2050年に向けてまだ20年以上あるという状況ではありま

すけれども、これから建設をして液化を始めて、それは2050年も稼働しているということだ

と普通考えると思うんですね。でも、2050年に我々金融機関はＧＨＧ排出ゼロということを

目指していますので、そうすると、そのとき液化設備というのが脱炭素できていますかと。

そのためには恐らく記載をいただいているような電動化であったり、何らかの脱炭素の手

段があるんだということが明示されていかないと、いろいろと難しい問題が出てきてしま

うのではないかと懸念をしております。 

以上です。 

 

○平野委員長 

どうもありがとうございました。 

それでは、大東オブザーバー、よろしくお願いします。 

 

○大東オブザーバー 

この４月からＪＯＧＭＥＣの副理事長となりました、大東でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。ＪＯＧＭＥＣの立場から、ちょっとしたご提案と要望を３点ほど手短に

述べさせていただきたいと思います。 

まず、長期契約の重要性につきまして、日本の電気・ガス料金抑制の観点から国民に分か

りやすく示してはどうかということでございます。ロシア・ウクライナ危機後の世界のＬＮ

Ｇ輸入価格を見ますと、2022年の欧州のスポット価格はＭＭＢｔｕ当たり年平均37ドルだ

ったということでございます。他方、長期契約の占める割合が高い日本の平均輸入価格は22

ドル程度に抑制されていたということでございます。仮に日本のスポットでのＬＮＧ調達

比率がもっと高ければ、電気・ガスの小売価格は燃料調整費を通じて大幅に上昇していたは

ずでございます。長期契約による電気・ガス料金の抑制の効果について定量的な分析を行っ

た上で、国民的に、国民に分かりやすく示してはどうかということでございます。 

要望の１点目でございますけれども、ＬＮＧの安定的安価な供給を実現するため、その政

策ツールであるＪＯＧＭＥＣの出資・債務保証制度の機能強化についても、例えば政策目的

に合致する案件への重点化やインセンティブ強化が重要であると考えてございます。もと

より、ＪＯＧＭＥＣがご協力をさせていただいた上でご検討をお願いしたいということで

ございます。 

２点目、そのためにこそ、ＬＮＧに関して中流権益も考慮に入れた政府目標が極めて重要

ではないかと考えてございます。今後、世界的にＬＮＧの生産能力が拡大できる国が限られ

ていると見られる中、例えばアメリカのＬＮＧは輸出能力の拡大も想定されていることに

加え、仕向地は原則自由、そして何よりＬＮＧの元は安価なシェールガスであるということ

でございます。中流、液化の権益も考慮に入れた目標を示すことで、こうしたＬＮＧを確実

に日本企業が確保することにつながるのではないかと考えておるところでございます。ま
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た、これに限らず、電力やガス市場の状況に応じて、どのようなＬＮＧプロジェクトやリザ

ーブ、どのようなＬＮＧ契約を国が評価するのかということが明確になれば、ＪＯＧＭＥＣ

の支援もそれに応じて積極的に行いやすくところでございます。次期エネルギー基本計画

と併せて、しっかりとご検討いただければと考えてございます。 

３点目でございます。天然ガス等のサプライチェーンにおけるメタン対策の重要性が国

際的に増しておるところでございます。ＪＯＧＭＥＣは、本日の事務局資料でも紹介があり

ました、ＣＬＥＡＮイニシアチブについて取り組んでおります。一方で、アメリカ、ＥＵを

中心にメタン排出量の測定・監視・報告・検証の標準化に関する議論が始まっているところ

でございます。日本としても、日本企業が既に有しているグッドプラクティスとの内容に乖

離が生じないよう、こうした標準化の動きに戦略的に関与することが重要であると考えて

おります。対応をお願いしたいと思っております。 

以上でございます。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

そしたら、井上オブザーバー、どうぞ。 

 

○井上オブザーバー 

日本ガス協会の井上です。発言の機会を頂戴いたしまして、ありがとうございます。私か

らは、今後、日本が柔軟で強靭なエネルギーポートフォリオを構築していく中で、ＬＮＧが

果たす役割と環境整備の在り方についてコメントをさせていただきます。 

１点目は、ＬＮＧの役割についてです。既に皆様からもご発言がございましたように、我

が国がＳ＋３Ｅ、これを実現していく上でＬＮＧというのは必要不可欠なエネルギーであ

ると、このように考えます。今後想定されるデータセンターや半導体工場の新増設等に伴う

電力需要の増加を踏まえますと、エネルギーの安定供給と気候変動対策を両立する上でＬ

ＮＧはますますその重要性を増してくるというふうに思います。一方で、第６次エネルギー

基本計画以降、地政学リスクの顕在化や新たなＬＮＧプロジェクト開発の停滞などにより

まして、ＬＮＧの価格や需給状況というのはボラティリティが大いに高まっているという

ふうに思います。そのため、製造業や家計など、日本経済への過度な影響を抑制するために

も、各民間事業者が一定程度の長期契約を確保していくことが不可欠であると考えます。ま

た今後、日本経済がＧＸを推進して、産業力強化あるいは経済成長につなげていくためには、

エネルギーの安定供給というのが大前提となります。ＬＮＧの調達は自由化された電力・ガ

ス市場におきましては競争力の源泉ですので、民間事業者が主体となって取り組むことが

原則ですけれども、各民間事業者が不確実性の中でも安定供給を実現するためには一定程

度の長期契約を含めた柔軟なポートフォリオを構築していくことが重要だというふうに考

えます。このため次期エネルギー基本計画におきましては、ＣＯ２削減、省エネ、レジリエ
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ンスあるいは再エネの調整電源など、多様な効果が期待されるＬＮＧというものを国とし

ても中長期的に活用すると、こういう明確な方針をお示しいただきたいというふうに思い

ます。 

２点目は、環境整備の在り方についてです。民間事業者の調達環境の整備として、国にお

かれましては、資源外交による産出国との友好な関係づくりや新たな天然ガス需要の創出、

継続的な上流開発投資促進に向けたファイナンス、税制の整備、そして仕向地整備制限撤廃

など、転売可能な環境づくりの働きかけなどをご検討いただければと思います。 

私からは以上です。ありがとうございます。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、オンラインでご参加の電事連の木村様、お願いします。 

 

○木村オブザーバー 

本日は、エネルギー安全保障の観点から、様々な分析・整理を行っていただきまして、あ

りがとうございました。自主開発比率目標とＬＮＧの安定確保についてコメントをさせて

いただきます。 

まず、資料７の41ページ以降で論点がまとめられている「自主開発比率目標」についてで

ございますが、足元の状況を見ますと、化石燃料への投資環境が著しく悪化していることに

加えまして、近年、トレーディングが拡大したことで、自社権益分の供給先が必ずしも日本

向けとは限らない時代となっているため、抜本的な見直しが必要と考えております。2050年

カーボンニュートラルの実現に向けて、移行期の燃料としてＬＮＧの重要性が増す中で、安

定調達に資する目標設定の導入をご検討いただければと思います。 

続いて、ＬＮＧの安定確保についてでございますが、自由化された分野におきまして、民

間事業者の経済合理性に基づく対応には限界があるということも事実でございます。エネ

ルギー安全保障の確保という観点においては、有事への備えとして、国や公的機関による主

体的な資源・燃料の確保策が必要な状況であり、具体的な対応として、次に掲げる３点につ

いてご検討いただければと思います。 

まず、一点目でございますけれども、戦略的余剰ＬＮＧ・ＳＢＬの拡充でございます。現

在、冬期に月１カーゴ、年間３カーゴの運用に留まっていますが、当初の取組方針におきま

しては、「2020年代半ばから後半に年間12カーゴ以上の確保を目指す」と示されていると認

識しており、早期の数量拡充が必要です。 

二つ目が、ＬＮＧの余剰確保でございます。我が国は二度にわたるオイルショックを経験

し、有事に備えた対策として石油の国家備蓄を実施しております。ＬＮＧが戦略物資となっ

た今、供給途絶による影響を考慮しますと、ＬＮＧの備蓄を含めた余剰確保について、真剣

に検討する必要があると考えております。なお、ＬＮＧを備蓄する上での課題であるボイル
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オフガス・ＢＯＧの処理についても、ＢＯＧの引き取りに対して事業者へ一定のインセンテ

ィブを付与する等、民間需要を活用することができれば、対策は不可能ではなく、ＳＢＬの

拡充とのシナジー効果も期待できると考えております。 

最後に三つ目、ＬＮＧの調達契約における数量の柔軟性の確保でございます。有事におい

て重要なことは、上流権益を保有しているか否かだけではなく、追加供給を受けることがで

きるかどうかです。具体的には、ＬＮＧの調達契約における買主側の調達数量の増量オプシ

ョン等の権利に対して、国や公的機関からの財務的な支援を強化いただくことで、有事への

備えにつながると考えております。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

続きまして、やはりオンラインで吉高委員、お願いいたします。 

 

○吉高委員 

本日は少し遅刻をいたしまして申し訳ございません。本日、様々な視点からご説明いただ

きまして、ありがとうございました。 

まず、本日の議論をする点の中でＬＮＧの役割というのがございましたけれども、やはり

日本のカーボンニュートラルへのトランジション、重要なエネルギーとして明確にして、戦

略的に調達することをきちっと今回のエネルギー基本計画の中で言っていくということは

私も賛成でございます。現在、資材高騰やインフレ、円安で本当に脱炭素に向けたインフラ

の導入の遅延が起こっていると思います。そういった面では、もちろん脱炭素において電化

が重要というのは政策上、もちろん異論がないんですけれども、現実問題としてエネルギー

の過半が電力以外でも考えるという現状では、やはり長期的戦略を持ってＬＮＧの調達に

ついてはきちっと考えるべきだと思っています。ただ、例えば次期エネルギー基本計画の中

で、このＬＮＧのことをきちっと明確にすると、そのバーゲニングパワーが落ちるという話

をよくこれまでの委員会でもお聞きしておりますけれども、この委員会でもあったかと思

いますが、今、地政学リスクが急速に高まり、多様化した環境では、友好な調達国との関係

維持を強化することにおいて、こういったことが曖昧な対応ではかえって不利に働くよう

にも思います。ですので、ＧＸを推進する上でも、このガス、ＬＮＧに関しましては、今日

ご説明があったように、クリーンエネルギーバリューチェーンがつくれるということがあ

るので、ぜひ明確にお示しいただくのがいいのかなと思っています。 

実際、2014,15年ぐらいからインベスターフォーラムというイニシアチブができて、世界

の投資家や金融機関がこの気候変動についてイニシアチブを持つようになったときに、は

っきりと今日のいらっしゃるシティバンクさんとか、バンク・オブ・アメリカさんがトラン

ジションにはガスは不可欠だということはおっしゃっておりますし、例えば当時も、ＧＡＦ

ＡＭなんかもグリーンエネルギーの調達というのは言っておりまして、すぐに調達はでき
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たんですけども、その時点でこれほどＡＩによるエネルギーのシチュエーションについて

の予測はできてなかったんじゃないかというふうにも思ってはおります。当時、グリーンボ

ンドの勃興期ではあって、EUのタクソノミーの話もありましたけれども、金融機関の中でダ

ークグリーンに一気に進んでいなかったと思います。そういった面では個々の金融機関は

政策動向を横目に見つつ必要に応じたファイナンスをするというのが、当然のことながら

ビジネスです。したがいまして、やはり何度も申し上げますけれども、ＬＮＧに対しての役

割を明確にして、それによって資金調達の面から考えても、予見性を高めて確保していくと

いうことがこれから必要だと思っています。 

先ほど、ほかの委員の方もいらっしゃいましたけど、ファイナンスにとって、この座礁資

産はやはり大きなリスクになりますので、そうしますと、開発に時間がかかることも考えま

すと、ある程度、多くのシナリオを作っていただいて、常にお示しいただきながら、官で座

礁資産のリスクをテイクしていただくようなブレンデッド・ファイナンスというのを、ぜひ

お考えいただくのが将来的にも、このＬＮＧをいかに長期的に調達をすることが持続でき

るかということに資するとは思っております。 

あと、プロジェクトボンドについて述べられておりましたけれども、以前、私が、日本の

温室効果ガス排出削減技術を海外に移転することを検討した際に、このプロジェクトボン

ドの推進スキームというのを政府にご提案したときもございました。当時は、どちらかとい

うと、海外でもグリーンインフラの資金調達に有効であるとして、このプロジェクトボンド

を使われていたと思います。このプロジェクト・ファイナンスのローンの銀行融資というの

が証券化されますと、多くの投資家から資金調達ができますので、それに流動性も高まると

いうので、海外での上流でのＬＮＧのプロジェクトに関しましては、このスキームは非常に

有効なのではないかと思っています。ただし、海外での開発におけるファイナンスというこ

とになりますので、そこで、日本政府がどのような支援ができるかというのは、よくよく分

析される必要があるのかなと思っています。例えばＪＢＩＣですとか、ＮＥＸＩとかですね、

どういうところに関われるのかということもあるかと思います。もともとプロジェクト・フ

ァイナンスは非常に高度なファイナンススキームです。それに関しまして、例えばそれを基

に証券化した場合、投資家は非常にリスクの評価が難しくなりますので、ここのインフラが

ないと、こういった新しいプロジェクトに対するファイナンシングの手法というのは活用

できませんので、よくご研究をいただくのがいいのかなというふうには思っております。 

最後でございますけれども、上流での権益などは官民で取り組むのであれば、やはり資金

調達のバリエーションというのは非常に重要かと思いまして、プロジェクトボンドも一つ

でございますけれども、もう少しＮＥＸＩやＪＢＩＣなど、あと、この前できたＧＸ推進機

構などは、一応、グリーントランスフォーメーションでございますけれども、債務保証を非

常に取る機構になっていますし、こういったところが今後のインフラの開発におきまして、

予見性のあるプロジェクトとして金融機関がファイナンシングしやすいように、あと座礁

資産の心配がないような形で官民の資金調達に資するようなものをご検討いただければと
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思います。 

最後にご質問なんですけれども、ポートフォリオプレーヤーについては、ＥＵで排出権取

引が始まったときに、同じようなアプローチを石油会社がしていたのを思い出しまして、じ

ゃあ、当時、日本からは商社ですとか参加していましたが、十分市場でできたかというと、

なかなか難しかったという記憶をしています。ですので、実際にもしこのポートフォリオプ

レーヤーを日本から考えるとしたら、どういったところがプレーヤーとお考えでいらっし

ゃるのかということが一つと、あと44ページにございます、トレーディングの部分をもう少

しご説明いただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○平野委員長 

はい。 

それでは、吉岡さん。どうぞ。 

 

○吉岡オブザーバー 

今回もお招きいただきありがとうございます。また、詳細な現状の論点整理についてのご

説明もありがとうございました。ＮＥＸＩとして、貿易保険で海外のプロジェクトを支援す

る立場から、幾つか申し上げたいと思います。 

今回ご指摘いただいた現状認識、環境変化と危機感については、私も同様の認識を持って

おります。日々上流権益のプロジェクトのご相談を伺っていると、世界的な脱炭素の流れを

受けて資金の出し手や事業の担い手が減っていく中で、日本の銀行、商社、メーカーの担当

の方々は、我が国の資源確保という高い目標に向け一生懸命取り組まれているわけですが、

強い逆風を受けて苦労されているのを感じます。そういった意味で、国全体として、上流権

益や中流も含めて支援を進めていくという明確なメッセージを出していくことが、こうい

う現場の取組を支えることになると思います。あわせて我々のような公的輸出信用機関も、

支援に際してＧ７エルマウ合意の基準をクリアするためには、日本へのエネルギー安定供

給に資するといった要素が必要になるのですが、広く見ると、日本へ直接輸入するだけでな

く、国際的な供給量そのものを拡大するとか、緊急時の安定供給に繋がるコミットメントを

確保するといった場合は、直接的な調達だけでなく間接的であっても我が国の資源安定供

給に繋がるといった考え方もあるかと思います。そうしたエネルギー安全保障に資すると

いう解釈を工夫して支援の幅を広げる方法も考えられればと思います。 

もう一点は、今日もご指摘いただいた、資金の出し手の代替策として、ファンドやトレー

ダー、ボンドの重要性に関連して、ＮＥＸＩとしても昨年新たな制度を導入し、シンガポー

ルのＪＥＲＡ傘下のトレーディング会社等によるＬＮＧ調達のご支援をさせていただきま

したが、引き続き国内貸による支援やトレーディング企業への支援等も検討していきたい

と思いますし、ボンドの関係で申し上げると、これまでＮＥＸＩでも外国政府のサムライ債

の発行支援も行ってきましたので、こういった新しいツールで支援の幅が広げられるよう
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に取り組んでいきたいと考えております。 

併せて申し上げると、従来型のＬＮＧ等の上・中・下流だけではなくエネルギーインフラ

のバリューチェーンが非常に広がっている現状があります。例えば水素・アンモニアに関し

ては、製造設備、輸送船、混焼発電など、国を超えたバリューチェーンが広がっている中で、

製造者とユーザーの間のオフテイクの契約を通じて、それぞれのインフラの関係者の間で

の連携が必要になってきます。それをサポートする公的機関同士の連携も重要であり、我々

も既にＪＢＩＣやＪＯＧＭＥＣ等とは日々連携させていただいていますが、他にもＮＥＤ

Ｏや今般新設されたＧＸ機構など幅広い機関との連携も深めていければと思っています。 

私からは以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、加藤オブザーバー、どうぞ。 

 

○加藤（学）オブザーバー 

ＮＥＸＩに続いて公的金融機関の目線、ファイナンス組成上の技術的な観点からになり

ますけれども、長期契約の重要性について改めて付言させていただきますと、日本企業によ

る上流権益の取得と、これに伴いまして得られる長期契約、これはＪＢＩＣ、ＮＥＸＩの長

期巨額のプロジェクト・ファイナンスを組成可能としまして、これは海外のパートナーに対

して強いインパクトを与えて、次なる上流権益の取得、それから、これに伴う長期契約とい

うプラスの循環を生み出してきた側面があると考えます。このプラスの循環を途絶させる

というのは避けるべきだと思います。 

それから、エルマウ合意との整合性の話でありますけれども、ドイツ・エルマウにおいて、

日本の公的金融機関を含めまして、化石燃料への支援については、例外を除いて停止という

ことになったわけですけれども、日本については、そのエネルギー安全保障に資するエネル

ギープロジェクトについては支援が可能ということでありまして、これは長期契約があれ

ば日本のエネルギー安全保障に資することが明らかとなりますので、他国政府であったり

とか、環境活動家との対話を進めていく上で非常に重要な根拠になるということでありま

す。 

それで、この長期契約をいかに確保していくかということでありますけれども、ご説明に

ありましたとおり、小売のＰＰＡと調達側の長期契約がミスマッチすることによって減っ

ているというのもあると思うんですけれども、ガス火力、ＬＮＧのニーズが見通しとして、

計画として減っていくというものが示されていることによる影響というのはやはりあると

思います。最近、ＪＢＩＣに持ち込まれてくるＬＮＧ将来プロジェクトについては、あらか

じめプロジェクトスコープにＣＣＳが入っている場合がありまして、その場合は、カーボン

フリーのＬＮＧ生産が実現できることになり、これはe-ＮＧというような表現をされてい
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ます。こうしたＣＣＳが大規模な場合は、ＬＮＧプラントのＣＯ２のみならず、ガス火力や

その他の火力発電のＣＯ２をのみ込むということも可能ですので、このＬＮＧ＋ＣＣＳ、ガ

ス火力＋ＣＣＳというような方策を推し進めていくことが重要といえ、国内外においてＣ

ＣＳへの取組を加速させることが、長期契約を維持する上でも重要かと思います。これによ

って理屈づけされますＬＮＧ＋ＣＣＳ、それからガス火力＋ＣＣＳですけれども、次の基本

計画においても、ぜひ、再生可能エネルギー、水素・アンモニアありきによる引き算でのガ

ス、ＬＮＧではなくて、必要とされる一定のＬＮＧが維持されること、これ自体が正当化さ

れるような計画をぜひ国内外、特に海外に向けて明確に発信していただきたいと思います。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、野中オブザーバー、お願いします。 

 

○野中オブザーバー 

ありがとうございます。まだ若干時間がありそうなので、ちょっと一言述べさせていただ

きます。メインは今後の小委員会で言わせていただきたいと思いますが、ＬＮＧを含めた天

然ガスにつきましては、第６次エネルギー基本計画のときと変わらず、今後も非常に重要に

なってくると思いますので、ぜひそこは強調していただきたいと思います。 

それから、何人かの委員からも話が出ておりましたけども、過去も何度か検討されており

ますが、枯渇ガス田でのガス貯蔵の利用に関して、ぜひ検討を進めていただきたいと思いま

す。これにつきましては、制度であったり、コストの問題等々はあろうかと思いますが、検

討していただきたいと。ただし、ＣＣＳと競合する面もあろうかと思いますので、そういっ

たところも踏まえて検討をお願いしたいと思います。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

これで一通り各委員から、そうですね、今日ご欠席の平野委員のご意見というのを事前に

預かっていますので、じゃあ、事務局のほうからご説明ください。 

 

○長谷川課長 

平野創先生のほうからコメントを寄せていただいていますので、読み上げさせていただ

きます。 

ＬＮＧについては、一定の量を安定した価格で調達することが可能となるよう、今後も政

策的裏づけと支援が必要と考えます。Ｓ＋３Ｅはいずれも重要でありますが、安全性を前提
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として、３Ｅの中でも優先順序があり、国民生活においてはエネルギーが確保できなくなる

ことが最も回避すべき事態であり、したがって、安定供給こそが最重要と考えています。Ｌ

ＮＧの長期契約は、資源小国である日本にとって、エネルギーの安定的な確保に資する重要

なエネルギーであることを発信する必要があると思います。 

そもそもカーボンニュートラルという不連続な環境変化が前提となる中で、今後の需要

予測を一本化することは必ずしも合理的ではないと考えます。実際に、我々は経営活動や

日々の生活等で既に複数の選択肢、シナリオを前提として意思決定したり、行動したりして

います。単一のシナリオを前提に計画、行動することは、むしろリスクが高いと言えます。

歴史家ですので、過去の長期需要予測と実需を事後的に照らし合わせたところ、両者が大き

く異なるケースが多数見られます。したがって、ベースシナリオのほかにも、ほかのエネル

ギー資源の構成比率が異なるケースを事前に想定し、最大限の数値であっても対応できる

ように確保に努めるべきと考えます。 

温室効果ガスの削減については、2030年や2050年などの断面だけで考えず、それまでに排

出される総量で考える視点も重要であると思います。その際に相対的に二酸化炭素排出量

の小さなＬＮＧの果たす役割は大きいと考えます。さらに、製造業における熱需要の問題も

すぐには解決が困難であるため、こうした需要側の事情も踏まえて、今後の議論が進むこと

を望みます。 

以上であります。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、各委員あるいはオブザーバーのご発言も踏まえて、事務局のほうからお願いし

ます。 

 

○長谷川課長 

委員の先生方、オブザーバーの皆様方、コメントを様々に頂戴しまして本当にありがとう

ございます。幾つか大きなくくりではございますけれども、まず何よりもＬＮＧの役割を明

確化すべきだというコメントを多数いただきました。これはまさに今回の小委員会でもメ

インのイシューとして扱わせていただきますけども、今後、エネルギー基本計画の議論の検

討においても、これはよくよくエネ庁内でも、本日お伺いしたお話を踏まえまして、検討を

進めていければと思っております。 

また、現実的な見通し、こういったものが非常に重要であるというお話もいただきました。

また、複数のシナリオの重要性もご指摘ございました。まさにこれは予見可能な形で見通せ

ることが非常に重要なんだということでございます。今日、お話にもございましたけれども、

それは原子力であるとか、再エネとか、そういったものの位置づけにも関わってくるところ

ではございますけれども、やはりその地に足がついた形で、今後、全体感を持って検討をエ
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ネ庁としても進めていくということだと思いますので、本日いただいたご議論をぜひ、これ

は上部の基本政策分科会、資源・燃料分科会を含めて共有させていただきながら、地に足の

ついた形での議論がなされるということを我々としても進めていければというふうに今考

えております。 

また、ＳＢＬ（Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ｂｕｆｆｅｒ ＬＮＧ）、リザーブ、こうした、さ

らには枯渇合戦の活用など、議論もいただきました。まさに、そのリザーブの概念というも

のが、物理的なその備蓄というのはなかなか、欧州と違って日本はなじまない部分もござい

ますけれども、まさにこの１年超、我々、資源エネルギー庁としても取り組んできたことの

一つは、やはりリザーブの概念をもっと広げていくということが重要なのではないかと。例

えば、それは物理的な貯蔵のみならず、まさにＳｔｒａｔｅｇｉｃ Ｂｕｆｆｅｒ ＬＮＧ

のような政策措置による対応もあれば、さらに申し上げると、その調達の契約の柔軟性、こ

ういったものがある意味形を変えたリザーブなのではないかということで、国際会議の場

でも度々主張してまいりまして、例えばですけども、今年の２月にございましたＩＥＡの閣

僚理事会、ここにおいては、そのリザーブの概念を広く取る形で合意をすることができたと

いうのが一つございます。また、Ｇ７においても、その延長の中で、我々はリザーブの概念

を主張して、コミュニケの形に入れていったということがございます。そういう意味では、

様々形態がございますけれども、結果において緊急時に必要な調達がなされるということ

を、そういった選択肢を駆使しながら進めていくということが重要なのかなというふうに

思っています。 

そうした中で、例えばポートフォリオプレーヤー、こういったものの機能を重視するとい

うご意見もございました。我々としても非常にそういったポートフォリオプレーヤーの存

在感が増している中で、どのように考えていくのかというのも一つの論点でございます。そ

ういう意味で、上流の権益のみならず、中流の権益についてもどう捉えていくのかと。それ

はまさに、こちら事務局でご説明させていただいた資料７の44ページの部分のお話にも関

連しますけれども、やはり上流の権益を持つということ、これは我々がもう昭和の時代から

エネ庁としても取り組んできているところでございますけれども、やはりこういった状況

の変化の中で、中流の部分の権益、それをどうやってトレードをして売り込んでいく、マー

ケティングしていくのかと、こういった能力をどう評価していくのかというところを我々、

もう少し頭を悩ませていきたいと思っておりまして、ということもございまして、今回、１

月の小委員会に引き続きまして論点として提示をさせていただいているということでござ

います。 

例えばですけれども、そういった能力をどういう形でその物差しにしていくのかという

のがございますが、そういったものが仮に物差しとしてなる場合に、そういった、例えば政

策支援をする際のいろんな審査なり、支援をする際の物の考え方のときに、そういった能力

を兼ね備えていることをもっと積極的に評価をするというのも一つのやり方なのではない

かというふうに考えているところでございます。 
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さらには、メタン対策のお話がございました。昨年の７月に行いましたＬＮＧ産消会議で、

ＪＥＲＡ、ＫＯＧＡＳ、ＪＯＧＭＥＣによってＣＬＥＡＮイニシアチブなるものを立ち上げ

たということがございますけれども、こうした取組をさらに拡大させていくと。規制的手法

でやるというのも一つの考え方だと思いますけれども、メタン削減対策、なかなかインセン

ティブをどうやって企業の方々に持っていただくのか、また知恵を絞る必要があって、これ

を、ピアプレッシャーを通じてやるというのがこのＣＬＥＡＮイニシアチブでございます

けれども、このプレーヤーを拡大させていきたいというのが一つございます。こういったこ

とが座礁資産化の議論の一つにも、解消に資していくといいますか、ともすればこれまでの

ような形を、メタンの漏えいを行わないことで、より炭素集約度が低いものが流通していく

ということを具体的に後押ししていくのが重要だということでございます。 

また、さらには、中東との関係、お話もございました。これは幾つかございますけれども、

例えばですけども、我々、昨年、岸田総理が中東を訪問した際に、グリーン・グローバル・

エナジー・イニシアチブということで、中東をクリーンエネルギーのハブにしていくと。そ

うした中で、それは水素・アンモニア、こういった新しい次世代燃料の活用もそうですけど

も、一つありますのは、メタネーションというので以前の小委員会でも若干ご紹介申し上げ

ましたけれども、例えばこれはオマーンで安価な再エネを使って水素を作り、それをメタネ

ーションを通じて合成燃料を作ると。それを液化して通常のＬＮＧ船に乗せていくと。これ

は普通に考えると、エネルギーロスですとかコストの問題もあろうかと思いますが、これは

オマーン政府側からも非常にメタネーションに対する前向きな申出もありまして、今取り

組んでいるところでございます。これは、ある意味、ガスを使うんだけれども、それをクリ

ーンにしていくというような取組を中東と一緒にやっていくという一事例でしかないんで

すけれども、先ほど申し上げた中東のクリーンエナジーのハブにしていくという、政府とし

て昨年来打ち出している取組を具現化していくものとして、こうしたものを一つでも二つ

でも大きくしていきたいというふうに考えておるところでございます。 

また、中東との絡みにもなりますけれども、この10月にはＬＮＧ産消会議、今年も開催を

しようと思っております。ある意味、ここは産ガス国、消費国が交わる場として、日本が大

分前から主催をしてきたものでございますけども、こうした場をうまく活用しながら、その

中東から見た日本の存在感、産ガス国から見た日本の存在感も増していくということを具

体的な形で取り組んでいければと思います。それで言えば、先ほど申し上げたメタネーショ

ンもそうですけども、先ほど、さらに一つ前に申し上げたＣＬＥＡＮイニシアチブ、こうい

ったものの拡大というのも一つだと思いますし、様々、我々が個々に取り組んでいる話を、

こうした場もうまく活用しながら取り組んでいければというふうに思っておるところでご

ざいます。 

また、石炭の扱い、お話がございました。石炭のサプライチェーンをどう考えていくのか

ということ、これは、本日は同席しておりませんけれども、石炭をうちの部内で扱っている

課室がございます。ここは一緒になって議論をしていくということだと思いますので、よく
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今日のご議論も共有させていただきながら、エネルギー基本計画の議論の具体に結びつけ

ていくことができればというふうに考えてございます。 

 

○平野委員長 

小川課長、何かございますか。 

 

○小川課長 

 様々なご意見をいただきまして、ありがとうございました。日頃、私どもの議論している

場はどうしても電力中心になってしまいますけれども、ここの燃料のところは非常に重要

な接点だと思っております。 

 また、本日いただいた点、全く同じ悩み、例えばご指摘ありましたΔｋＷ、ｋＷと、国内

に閉じるところは国内でやるしかないですし、ある程度しっかりした枠組みというものを

つくってきているつもりではあるんですが、このｋＷｈになってしまうと途端に国境を越

えてしまうということ、ここが最大の悩みでもありますし、加えて、そのコスト面で役割分

担といったときに非常に大きな、今、ＳＢＬの話もありました、どこまで踏み込むのかとい

うのが非常に悩ましいところではあります。 

他方、もう本当に３年前とは環境が激変しているというふうに認識しておりますので、こ

れまでの措置あるいは仕組みにとらわれず、竹内委員からもご指摘がありました別途、電力

システムについては足元検証というのも進めておりますので、こうした中で、今後の必要な

施策というのを、まさに今日いただいたご意見なども踏まえて進めていきたいと思います。

どうもありがとうございました。 

 

○平野委員長 

それでは、皆様方、活発なご意見の表明、ありがとうございました。 

私のほうから、今日の所感ということで申し上げますと、非常に具体的で有意義な議論に

なったと思います。まず、このエネ基の設定、とりわけＬＮＧの扱いということに関しては、

今までの前提を見直す必要があるのではないかということを改めて強く思いました。まず

は、そのＬＮＧの将来需要の考え方というのを、需要から再エネや一部、原発などを引き算

していって、その足らず前を埋める補完エネルギーだという考え方は実は危険であると思

います。実際そのデータでも見せていただきましたが、マクロで見ると、そのような引き算

になるのですが、日々の需要であるとか、あるいは季節の需要とかを見ると、エネルギーの

需要というのは、平均値では減っていますが、ピークでは減っていないということが示され

たのは非常に重要なことだろうと思います。そうすると、先ほどの引き算、足らず前の補完

という考え方がやはり危険であるということを、これは示していると思います。 

それから、今日の重要なインプットとして、ゲストの三重野さんからもいただきました、

今後の電力需要がＡＩの社会実装の加速に伴って、また増えていくことがあったと思いま
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す。このような今後のデータセンター等の需要とのフィットという意味においては、機動性

の高いガス燃料、ガス電源というのが重要であるという指摘もありました。そのような観点

からも、検討の前提というのを見直していくことが必要だろうと考えます。 

あと、事実として重要だったのは、やっぱり長期契約の経済的メリットというのは、直近

のＣＯＶＩＤあるいはウクライナ侵攻におけるＬＮＧ価格のピークのときに、我が国が安

定供給を確保し、価格も抑制できたということからも証明されているとこですので、やっぱ

り長期契約の経済的メリットというのをもう一回再認識をしていくことが重要です。その

場合のリスクとして言われているのが、そういう長期契約を結んだ挙げ句に需要が足らな

かった場合がありますが、不足をしたり、価格がピークをするというリスクの相対化からい

くと、余剰のほうがマネージャブルなリスクであると思いますので、やはり長期契約の戦略

的メリットは相対的リスクを上回ることになるんだろうと思います。 

以上のような観点からもうほぼコンセンサスとも言えるのがＬＮＧを、補完燃料とかト

ランジション燃料というよりは、むしろ戦略的な物資であるという位置づけを明確にする

ということだと思います。そのようなナラティブを打ち出していくことによりまして、この

ＬＮＧに対する見方というのが産業界でも変わりますし、それから最終的には国民の方々

の理解も変わってくると期待されます。従って、ＬＮＧを補完エネルギー、トランジション

エネルギーという扱い方ではなく、戦略物資であるという位置づけを明確にしていくこと

の重要性はかなり強く当小委員会の共通見解としてあったと考えます。 

さらなる論点として提起されたのは、この委員会の対象ではないですが、最終的なバック

アップ燃料としての石炭を再評価することがあったと思います。石炭利用をひたすら減少

させ、やがては完全になくしていくべき電源であるという位置づけから、最終的なバックア

ップは、むしろ石炭火力を残していくべきではないかという重要な示唆も本日あったと思

っています。 

以上の事項が確認された上で、民間への予見可能性をいかに高めて積極的に投資ができ

る環境というのをつくっていけるのかが重要となります。それとともに、ダウンサイドのリ

スクに対して、これは事業者とファイナンサー両方にとってになりますが、これをいかに官

として軽減する措置を取っていけるかということの二つが非常に重要だろうと思います。 

予見可能性に関して言うと、今後のＬＮＧの需要に関しては一定量の幅で考えざるを得

ないとは思いますが、ベースプランというのはしっかり見せていくことが民間による投資

を誘発するための予見可能性を高める上で重要と考えます。 

あとのリスクのところは、特にファイナンサーに対するリスクも含めてそれぞれ専門の

方々からも発言がありましたように、政府の様々な補償や保険あるいは一部金利補填であ

るなどのインストルメントを使いながら、民間の金融機関の取り切れないリスクのところ

を補填しながらファイナンスがちゃんと回るような仕組みをつくっていくことが必要です。

これはもう実績がある世界ですので、私は必ず実現ができるのだろうなと思います。 

加えて、リザーブの議論というのもひとしきり重要だったと思います。これは先ほど課長
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のほうからも発言がありましたように、リザーブの概念を広げながら、緊急時の供給力を確

保していくというのも、これも官の役割だろうと思います。 

それに関して、やはり官の役割は言うまでもなく外交努力になります。それは指摘があり

ました、アジア大の市場を育てていき、その中の中核的なコーディネーターとして日本がい

るという実態を作り出すということです。それから、あと産ガス国との関係性についても、

より明確な方針を出していって、強い関係性をつくっていくということ。これらの外交的努

力も、引き続きぜひ進めていっていただければと思います。 

以上、本日は各委員からの具体的な意見や表明が多くあったと思われます。 

最後に順番が前後しますけれども、今日、プレゼンテーションしていただきました田村さ

ん、それから三重野さん、改めてお礼申し上げます。何か追加で一連の議論を踏まえてコメ

ントがあれば、どうぞお願いします 

 

○田村委員 

みずほ銀行、田村です。 

特に追加ではというところではないです。ありがとうございます。 

 

○平野委員長 

ありがとうございます。 

それでは、三重野さん、何かございましたら。 

 

○三重野オブザーバー 

本日はありがとうございました。１点だけ申し上げると、やはり先ほど強調されていたと

おり、まさにポートフォリオプレーヤーというか、トレーディング機能、これは非常にエネ

ルギーの世界では重要だというふうに我々も理解しておりますので、その規模の利益をし

っかり生かして、上流から下流の部分、ここをマネージするというのが非常に今後重要にな

ってくるかなというふうに思っております。 

以上です。 

 

○平野委員長 

ありがとうございました。 

それでは、少し予定の時間よりも早いかもしれませんが、議論はここで終了としたいとい

うふうに思います。 

それでは、事務局のほうからございましたら、どうぞ。 

 

○長谷川課長 

本日は誠にありがとうございました。いただいたご意見も踏まえまして、また事務局で整
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理をし、次回以降の小委員会でもご議論させていただければと思います。 

また議事録につきましては、事務局で案を作成いたしますので、また皆さんにご確認いた

だければというふうに思っております。 

事務局からは以上でございます。 

 

○平野委員長 

ありがとうございます。 

それでは、長時間、本日は皆様、ありがとうございました。これをもって小委員会を終了

としたいと思います。ありがとうございました。 

 

以上 

 


